
機構及び事務分掌 

（平成 28年５月） 

健 康 福 祉 局 



健康福祉局機構図（平成28年５月18日現在）

健康福祉局長
　　　　　　　　鯉渕　信也

担当理事（兼）
（保健所長）
　　　　　　　　豊澤　隆弘

担当理事（保健医療医務監）
　　　　　　　　西本　公子
＜衛生研究所長兼＞

副局長
　　　　　　　　　妻鳥　一富
＜総務部長兼＞

総務課長
　　　　　　　　　茂木　潤一
＜危機管理推進担当兼＞
＜臨時福祉給付金担当兼＞

課長補佐（庶務係長）
　　　　　　　　　中村　明子

課長補佐（臨時福祉給付金担当係長）

　　　　　　　　　諏訪　千械
＜区総務部税務課担当係長兼＞担当課長（臨時福祉給付金担当）

　　　　　　　　　日向　正人
＜区総務部税務課担当課長兼＞

担当係長（臨時福祉給付金担当）
　　　　　　　　　神野　俊輔
＜区総務部税務課担当係長兼＞

担当係長（臨時福祉給付金担当）
　　　　　　　　　正木　　亮
＜区総務部税務課担当係長兼＞

課長補佐（経理係長）
　　　　　　　　　木野知　裕

担当係長
　　　　　　　　　北條　雅之

職員課長
　　　　　　　　　中島　隆雄

厚生係長
　　　　　　　　　高橋　豊子

担当係長
　　　　　　　　　伊藤　彩子

担当係長
　　　　　　　　　坂入　章子

担当係長
　　　　　　　　　赤松　智子

職員係長
　　　　　　　　　江塚　直也

相談調整課長
　　　　　　　　　小林　弘敏

担当係長
　　　　　　　  　　脇　堅吾

墓地調整担当係長
　　　　　　　　　加藤　綾子



監査課長
滝本  　潔

課長補佐（担当係長）
吉田　丈博

担当係長
鈴木　英士

担当係長
福岡　智央

担当係長
貞廣　昌司

課長補佐（担当係長）
神山　達哉

課長補佐（担当係長）
茂垣　朋子

課長補佐（施設整備監査担当係長）
市川　信雄

企画部長
杉本　英和

企画課長
氏家　亮一

＜多文化共生推進担当兼＞
＜環境未来都市推進担当兼＞
＜オリンピック・パラリンピック横浜市推進
担当兼＞
＜ラグビーワールドカップ横浜市推進担
当兼＞
＜総務局しごと改革室行政・情報マネジメ
ント課マイナンバー制度担当兼＞

課長補佐（企画係長）
鳥居　俊明

課長補佐（担当係長）
飯田　  学

地域福祉保健部長
中井　邦雄

＜福祉保健人材育成
シニアリーダー兼＞

福祉保健課長
菊池　  孝

担当課長
（福祉保健ｾﾝﾀｰ担当）

鈴木　宣美
＜総務局しごと改革室行政・情報マネジメ

ント課マイナンバー制度担当兼＞

担当課長
（人材育成担当）

嘉代佐知子
＜福祉保健人材育成リーダー兼＞

課長補佐（担当係長）
佐藤　治憲

担当係長
高群　敦子

担当係長
楠　浩一郎

担当係長
齊藤　  誓

担当係長
小田澤　昇

担当係長
近藤　  崇

担当係長
瀬戸　晶子

担当係長
伊藤　浩美

地域支援課長
井上　弘毅

課長補佐（担当係長）
佐藤　  潤

課長補佐（担当係長）
安達　友彦

担当係長
山口    真
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生活福祉部長
　　　　　　　　　本吉　  究
＜保険・年金人材育成
                  シニアリーダー兼＞

生活支援課長
　　　　　　　　　霧生　哲央
＜財政局主税部徴収対策課債権回収促
進担当兼＞

事務係長
　　　　　　　　　雨堤　久美

担当係長
　　　　　　　　　深川　  愛

担当課長
(指導・適正化対策担当）
　　　　　　　　　大井　一広

課長補佐（生活支援係長）
　　　　　　　　　岩井　一芳

担当課長
（援護対策担当）
　　　　　　　　　小林　秀彦
＜支援調整担当課長兼＞

課長補佐（生活保護指導担当係長）
　　　　　　　　　大内　直人

課長補佐（指導・適正化対策担当）
　　　　　　　　　繁田　智孝

担当課長
（寿地区対策担当）
　　　　　　　　　小田切　巧

担当係長(生活困窮者支援担当)
　　　　　　　　　胡桃　千晶
＜区福祉保健センター生活支援課生活困窮
者支援担当係長兼＞

担当係長(生活困窮者支援担当)
　　　　　　　　　黒田　佳和
＜区福祉保健センター生活支援課生活困窮
者支援担当係長兼＞

担当係長(生活困窮者支援担当)
　　　　　　　　　米山のぞみ
＜区福祉保健センター生活支援課生活困窮
者支援担当係長兼＞

担当係長(生活困窮者支援担当)
　　　　　　　　　高野　文江
＜区福祉保健センター生活支援課生活困窮
者支援担当係長兼＞

担当係長(生活困窮者支援担当)
　　　　　　　　　石井　正則
＜区福祉保健センター生活支援課生活困窮
者支援担当係長兼＞

担当係長（援護対策担当）
　　　　　　　　　鈴木　英里

担当係長(援護対策担当)
　　　　　　　　　水原　伸浩

担当係長(援護対策担当)
　　　　　　　　　藤井　健一

担当係長（寿地区対策担当）
　　　　　　　　　高橋健太郎

担当係長（支援調整担当）
　　　　　　　　　大塚　昌宏

担当係長（支援調整担当）
　　　　　　　　　梶川　　浩
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保険年金課長
　　　　　　　　　畑岸　眞哉
＜保険・年金人材育成リーダー兼＞

担当課長
（収納対策担当）
　　　　　　　　　松本真佐人
＜財政局主税部徴収対策課債権回収促
進担当兼＞

管理係長
　　　　　　　　　服部　　敦

担当係長（特定健診等担当）
　　　　　　　　　長尾眞佐枝

担当係長（保険年金システム担当）
　　　　　　　　　池田　範央

担当係長
　　　　　　　　　永山　  拓

資格給付係長
　　　　　　　　　木村　玲子

保険料係長
　　　　　　　　　長澤　勘平

担当係長（収納対策担当）
　　　　　　　　　坂本　義一

担当係長（滞納整理支援担当）
　　　　　　　　　遠藤　伸哉

担当係長（滞納整理支援担当）
　　　　　　　　　川井　幸生

課長補佐（国民年金係長）
　　　　　　　　　長谷川耕太

医療援助課長
　　　　　　　　　岩崎　  均
＜保険・年金人材育成リーダー兼＞
＜財政局主税部徴収対策課債権回収促
進担当兼＞

福祉医療係長
　　　　　　　　　丸山　直樹

高齢者医療係長
　　　　　　　　　村上　和孝

担当係長（後期高齢者医療制度担当）

　　　　　　　　　小林菜穂子

担当係長（後期高齢者医療制度担当）

　　　　　　　　　小野恵梨子

担当係長（後期高齢者医療制度担当）

　　　　　　　　　府川憲太郎

担当係長
　　　　　　　　　豊福　芳乃
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障害福祉部長
　　　　　　　　　齋藤　  聖

障害企画課長
　　　　　　　　　山田　  洋

課長補佐（企画調整係長）
　　　　　　　　　水野　直樹

担当係長（施策推進担当）
　　　　　　　　　中村　剛志

担当係長（制度担当）
　　　　　　　　　山田　和子

担当係長（差別解消法担当）
　　　　　　　　　小川　武広

担当係長（依存症等対策担当）
　　　　　　　　　岩田　純子

精神保健福祉係長
　　　　　　　　　岩瀬　敬二

課長補佐（就労支援係長）
　　　　　　　　　江原　  顕

担当部長
（障害者更生相談所長）

　　　　　　　　　小林　宏高

事務係長
　　　　　　　　　福井　　寛

担当係長
　　　　　　　　　時田美和子

相談係長
　　　　　　　　　市原　　剛

審査係長
　　　　　　　　　副島　　理

担当部長
（こころの健康相談センター長）

　　　　　　　　　白川　教人

相談援助係長
　　　　　　　　　新海　隆生

救急医療係長
　　　　　　　　　児島　献一

担当係長
　　　　　　　　　一青　良太

担当係長
　　　　　　　　　櫻井　善啓

障害福祉課長
　　　　　　　　　上條　　浩

生活支援係長
　　　　　　　　　木野内正己

事業者育成担当係長
　　　　　　　　　吉原　祥子

移動支援係長
　　　　　　　　　飯野　正夫

地域活動支援係長
　　　　　　　　　松浦　拓郎

担当係長
　　　　　　　　　佐藤　央一
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障害支援課長
　　　　　　　　　　君和田　健

課長補佐（障害支援係長）
　　　　　　　　　高橋　昌広

担当係長（整備推進担当）
　　　　　　　　　川島　とも子

福祉授産所

中福祉授産所長
　　　　　　　　　岩﨑　正裕

課長補佐（南福祉授産所長）
　　　　　　　　　髙橋　　啓

課長補佐（港北福祉授産所長）
　　　　　　　　  　所 　泰弘

戸塚福祉授産所長
　　　　　　　　　阿部　敏彦

在宅支援係長
　　　　　　　　　黒米　建一

課長補佐（事業支援係長）
　　　　　　　　　髙島　友子

担当係長
　　　　　　　　　池村　明広

知的障害者生活介護型施設 管理係長
　　　　　　　　　本田　敦子松風学園長

　　　　　　　　　黒須　正明 担当係長
　　　　　　　　　西川美智子

地域支援係長
　　　　　　　　　大木　桂子

入所支援第一係長
　　　　　　　　　坂田　瑞恵

入所支援第二係長
　　　　　　　　　鈴木　治美

担当係長
　　　　　　　　　川中　洋至
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高齢健康福祉部長
　　　　　　　　　細川　哲志
＜保険・年金人材育成
                  シニアリーダー兼＞

高齢健康福祉課長
　　　　　　　　　武井　和弘

課長補佐（計画調整係長）
　　　　　　　　　喜多　麻子

地域包括ケア推進担当課長
　　　　　　　　　佐藤　亜希子
＜医療局疾病対策部がん・疾病対策課地
域包括ケア推進担当課長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　　村井　　聡
＜医療局疾病対策部がん・疾病対策課地域
包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　　宮川　健児
＜鶴見区福祉保健センター高齢・障害支援
課地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　　郷原　達也
＜神奈川区福祉保健センター高齢・障害支
援課地域包括ケア推進担当係長兼＞

課長補佐（地域包括ケア推進担当
係長）
　　　　　　　　　平野　千景
＜西区福祉保健センター高齢・障害支援課
課長補佐（地域包括ケア推進担当係長）兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　　鈴木　直子
＜中区福祉保健センター高齢・障害支援課
地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　　長澤　美波
＜南区福祉保健センター高齢・障害支援課
地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　　品川　勝史
＜港南区福祉保健センター高齢・障害支援
課地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　　矢作　武史
＜保土ケ谷区福祉保健センター高齢・障害
支援課地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　橋本恵美子
＜旭区福祉保健センター高齢・障害支援課
地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　高橋健太郎
＜磯子区福祉保健センター高齢・障害支援
課地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　小林　広明
＜金沢区福祉保健センター高齢・障害支援
課地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　山尾　敏弘
＜港北区福祉保健センター高齢・障害支援
課地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　中西　勇人
＜緑区福祉保健センター高齢・障害支援課
地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　佐山　如徳
＜青葉区福祉保健センター高齢・障害支援
課地域包括ケア推進担当係長兼＞
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担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　菅野　美穂
＜都筑区福祉保健センター高齢・障害支援
課地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　山口　泰弘
＜戸塚区福祉保健センター高齢・障害支援
課地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　村林　悟史
＜栄区福祉保健センター高齢・障害支援課
地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　津田　善之
＜泉区福祉保健センター高齢・障害支援課
地域包括ケア推進担当係長兼＞

担当係長（地域包括ケア推進担当）
　　　　　　　　菅原　　潤
＜瀬谷区福祉保健センター高齢・障害支援
課地域包括ケア推進担当係長兼＞

課長補佐（生きがい係長）
　　　　　　　　塗師　浩美

担当係長
　　　　　　　　鈴木　　稔

担当係長
　　　　　　　　大渕　拓也

高齢在宅支援課長
　　　　　　　　　賀谷まゆみ

在宅支援係長
　　　　　　　　　古角　朋彦

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　大島　範子

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　古川　  浩

担当係長
　　　　　　　　　星野　  普

担当係長（介護予防担当）
　　　　　　　　　見村めぐみ

担当係長（認知症等担当）
　　　　　　　　　山本　倫子
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高齢施設課長
　　　　　　　　　壷井　達幸

担当課長
（高齢施設整備担当）
　　　　　　　　　作山　一隆
＜介護事業指導課担当課長兼＞

施設運営係長
　　　　　　　　　鴨野寿美夫

担当係長
　　　　　　　　　田島　　彰

担当係長
　　　　　　　　　深野　昭江

施設整備係長
　　　　　　　　　廣沢　大輔

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　井波　昭彦

養護老人ホーム

恵風ホーム所長
　　　　　　　　　江藤　俊哉

副所長
　　　　　　　　　久田　久幸

介護保険課長
　　　　　　　　　佐藤　泰輔
＜保険・年金人材育成リーダー兼＞
＜財政局主税部徴収対策課債権回収促
進担当兼＞

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　佐藤　修一

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　相原　秀彦

担当係長
　　　　　　　　　川添　祐子

担当係長
　　　　　　　　　菊池　  潤

担当係長
　　　　　　　　　川崎　和則

担当係長
　　　　　　　　　廣原　英樹

介護事業指導課長
　　　　　　　　　赤澤　俊之

指導監査係長
　　　　　　　　　立川　麻衣

担当係長
　　　　　　　　　山口良一郎

運営支援係長
　　　　　　　　　魚屋　博子

担当係長
　　　　　　　　　平社　晃一

担当係長
　　　　　　　　　秋山　直之
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健康安全部長
　　　　　　　　　大貫　義幸

担当部長（健康安全課長）（兼）

　　　　　　　　　木村　博和
＜総務局危機管理室危機管理部危機管
理課担当課長兼＞

担当係長
　　　　　　　　　曽我　直樹

担当係長
　　　　　　　　　鈴木由里子担当部長（監視等担当）

　　　　　　　　　  泉 　俊明
＜放射線対策担当兼＞

担当課長
（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等対策担当）
　　　　　　　　　平木　浩司
＜放射線対策担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　近藤　雪栄担当部長（医務担当）

　　　　　　　　　木村　博和
＜健康安全課長兼＞
＜新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等対策担当部長（健康
安全医務監）兼>

担当係長
　　　　　　　　　横山　涼子

担当課長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　青木　匡司
＜鶴見区福祉保健センター医務担当課
長＞ 担当係長（健康危機管理担当）

　　　　　　　　　中条　圭伺担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　富田　千秋
＜南区福祉保健センター長＞

担当課長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　小野　範子
＜泉区福祉保健センター医務担当課長
＞

担当係長（健康危機管理係長）
　　　　　　　　　長谷川悠太担当部長（兼）（健康安全担当）

　　　　　　　　　高野つる代
＜旭区福祉保健センター長＞

担当係長（健康危機管理担当）
　　　　　　　　　内木　  文
＜放射線対策担当兼＞

担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　里見　正宏
＜瀬谷区福祉保健センター長＞

担当係長（新型インフルエンザ等対
策担当）
　　　　　　　　　梅澤　伸宏
課長補佐（新型インフルエンザ等対
策担当係長）
　　　　　　　　　岩松　美樹
担当係長（兼）
　　　　　　　　　  東　 健一
＜西区福祉保健センター医務担当係長＞

担当係長（兼）
　　　　　　　　　里見　真希
＜保土ヶ谷区福祉保健センター医務担当係
長＞

生活衛生課長
　　　　　　　　　本間　  豊
＜総務局危機管理室危機管理部
　　　　危機管理課担当課長兼＞
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

課長補佐（環境指導係長）
　　　　　　　　　池田　  進
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

生活衛生係長
　　　　　　　　　坂井　暁子
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

動物愛護センター長
　　　　　　　　　森田　昌弘

運営企画係長
　　　　　　　　　稲垣　崇之

担当係長
　　　　　　　　　岡部　智明

課長補佐（愛護推進係長）
　　　　　　　　　梅田　宏子

食品衛生課長
　　　　　　　　　保 　英樹
＜総務局危機管理室危機管理部
　　　　危機管理課担当課長兼＞
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

食品衛生係長
　　　　　　　　　有竹　義男
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

食品監視係長
　　　　　　　　　荒木こだち
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　毛利　一也
＜放射線対策担当兼＞
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　本間　士朗
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞
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医療安全課長
　　　　　　　　 　 濱  　哲夫
＜放射線対策担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　小林　一郎

担当部長（担当課長）
　　　　　　　　　北川　寛直

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　古家　浩一

担当課長
　　　　　　　　　小谷　雄三

担当係長
　　　　　　　　　大渕　芳雄

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　佐藤　暢子

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　宮下　公一
＜放射線対策担当兼＞

課長補佐（医療監視等担当係長）
　　　　　　　　　石井　賢雄

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　大久保志保

保健事業課長
　　　　　　　　　石井　　淳

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　森田　英樹

担当部長（保健事業課担当課
長）
　　　　　　　　　田中　園治
＜医療局疾病対策部がん・疾病対策課歯
科医療担当課長兼＞

担当係長
　　　　　　　　　小宅　将之

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　前原　幹弘

担当課長（事業推進担当）
　　　　　　　　　船山　和志
＜特定健診等担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　小松　  順

担当課長
　　　　　　　　　粟屋しらべ 担当係長

　　　　　　　　　稲垣　純子

担当課長（健康づくり担当）
　　　　　　　　　横森喜久美 担当係長

　　　　　　　　　斉藤　尚子
担当課長（兼）
　　　　　　　　　五十嵐吉光
＜保土ケ谷区福祉保健センター生活衛
生課長＞

担当係長
　　　　　　　　　青柳　孝行
＜放射線対策担当兼＞

担当係長（健康づくり担当）
　　　　　　　　　栗原明日香

担当係長（健康づくり担当）
　　　　　　　　　井上　健正

担当係長（兼）
　　　　　　　　　近藤　修治
＜緑区福祉保健センター医務担当係長＞
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環境施設課長
　　　　　　　　　松永　正彦

施設係長
　　　　　　　　　足立原　淳

担当課長（斎場機能拡充等担
当）
　　　　　　　　　高岡　昭人

担当係長（斎場機能拡充担当）
　　　　　　　　　角田　圭祐

担当係長（墓地整備計画担当）
　　　　　　　　　安藤　文裕

斎場

久保山斎場長
　　　　　　　　　志村　雅二
担当係長（久保山斎場担当）

　　　　　　　　　吉塲　和夫

南部斎場長
　　　　　　　　　保科　博史
担当係長（南部斎場担当）
　　　　　　　　　久保田彰人

北部斎場長
　　　　　　　　　野村　泰弘
担当係長（北部斎場担当）
　　　　　　　　　千葉　廣通

戸塚斎場長
　　　　　　　　　内山　 隆
担当係長（戸塚斎場担当）
　　　　　　　　　前川　 渡

中央卸売市場本場食品衛生検
査所長
　　　　　　　　　村上　哲治

担当係長
　　　　　　　　　西岡  　進

担当係長
　　　　　　　　　池田　和規

担当部長（食肉衛生検査所長）
　　　　　　　　　鳥海　正次

副所長
　　　　　　　　　小須田　久

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　半澤　浩幸

担当係長
　　　　　　　　　 楠　  哲也

担当係長
　　　　　　　　　伊澤　三彩

担当係長
　　　　　　　　　原　みゆき

担当係長
　　　　　　　　　成田　俊之
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保健所長
　　　　　　　　　豊澤　隆弘

担当理事（保健医療医務監）
　　　　　　　　　西本　公子

健康安全部長
　　　　　　　　　大貫　義幸

担当部長（健康安全課長）（兼）

　　　　　　　　　木村　博和
＜総務局危機管理室危機管理部危機管
理課担当課長兼＞

担当係長
　　　　　　　　　曽我　直樹

担当係長
　　　　　　　　　鈴木由里子担当部長（監視等担当）

　　　　　　　　　  泉 　俊明
＜放射線対策担当兼＞

担当課長
（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等対策担当）
　　　　　　　　　平木　浩司
＜放射線対策担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　近藤　雪栄担当部長（医務担当）

　　　　　　　　　木村　博和
＜健康安全課長兼＞
＜新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等対策担当部長（健康
安全医務監）兼>

担当係長
　　　　　　　　　横山　涼子

担当課長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　青木　匡司
＜鶴見区福祉保健センター医務担当課
長＞ 担当係長（健康危機管理担当）

　　　　　　　　　中条　圭伺担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　富田　千秋
＜南区福祉保健センター長＞

担当課長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　小野　範子
＜泉区福祉保健センター医務担当課長
＞

担当係長（健康危機管理係長）
　　　　　　　　　長谷川悠太担当部長（兼）（健康安全担当）

　　　　　　　　　高野つる代
＜旭区福祉保健センター長＞

担当係長（健康危機管理担当）
　　　　　　　　　内木  　文
＜放射線対策担当兼＞

担当部長（兼）（健康安全担当）
　　　　　　　　　里見　正宏
＜瀬谷区福祉保健センター長＞

担当係長（新型インフルエンザ等対
策担当）
　　　　　　　　　梅澤　伸宏
課長補佐（新型インフルエンザ等対
策担当係長）
　　　　　　　　　岩松　美樹
担当係長（兼）
　　　　　　　 　　東　  健一
＜西区福祉保健センター医務担当係長＞

担当係長（兼）
　　　　　　　　　里見　真希
＜保土ヶ谷区福祉保健センター医務担当係
長＞

生活衛生課長
　　　　　　　　　本間  　豊
＜総務局危機管理室危機管理部
　　　　危機管理課担当課長兼＞
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

課長補佐（環境指導係長）
　　　　　　　　　池田  　進
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

生活衛生係長
　　　　　　　　　坂井　暁子
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

動物愛護センター長
　　　　　　　　　森田　昌弘

運営企画係長
　　　　　　　　　稲垣　崇之

担当係長
　　　　　　　　　岡部　智明

課長補佐（愛護推進係長）
　　　　　　　　　梅田　宏子

＜保健所職員は、下記の健康安全部及び１８区福祉保健センターが兼務＞
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食品衛生課長
　　　　　　　　　保　 英樹
＜総務局危機管理室危機管理部
　　　　危機管理課担当課長兼＞
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

食品衛生係長
　　　　　　　　　有竹　義男
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

食品監視係長
　　　　　　　　　荒木こだち
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　毛利　一也
＜放射線対策担当兼＞
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　本間　士朗
＜健康安全課健康危機管理担当兼＞

医療安全課長
　　　　　　　　　  濱　 哲夫
＜放射線対策担当兼＞

担当係長
　　　　　　　　　小林　一郎

担当部長（担当課長）
　　　　　　　　　北川　寛直

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　古家　浩一

担当課長
　　　　　　　　　小谷　雄三

担当係長
　　　　　　　　　大渕　芳雄

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　佐藤　暢子

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　宮下　公一
＜放射線対策担当兼＞

課長補佐（医療監視等担当係長）
　　　　　　　　　石井　賢雄

担当係長（医療監視等担当）
　　　　　　　　　大久保志保

福祉保健センター長
センター担当部長

福祉保健課長 運営企画係長
担当係長（事業企画担当）
健康づくり係長

生活衛生課長　※１ 食品衛生係長
環境衛生係長

高齢・障害支援課長 高齢・障害係長
担当係長

こども家庭支援課長 こども家庭係長
担当係長

福祉保健センターは標準型で表示
※１　栄区・泉区・瀬谷区は１係制、青葉区は２担当係長制
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担当理事（衛生研究所長）（兼）

　　　　　　　　　西本　公子

担当部長（兼）
（感染症・疫学担当）
　　　　　　　　　高橋　秀明
<磯子区福祉保健センター医務担当部長
>

管理課長
　　　　　　　　　加藤　隆生

課長補佐（管理係長）
　　　　　　　　　岩澤　健司

担当課長（精度管理・企画担当）
　　　　　　　　　横溝　力男

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　岩波　康人

担当部長（感染症・疫学情報課
長）
　　　　　　　　　野﨑　直彦

担当係長
　　　　　　　　　上原　早苗

担当係長
　　　　　　　　　加藤　元規

担当係長
　　　　　　　　　髙橋　直矢

担当係長
　　　　　　　　　青野  　実

担当係長
　　　　　　　　　畔上　栄治

微生物検査研究課長
　　　　　　　　　笹尾　忠由

担当係長
　　　　　　　　　太田　  嘉

担当係長
　　　　　　　　　宇宿　秀三

理化学検査研究課長
　　　　　　　　　田中　伸子

課長補佐（担当係長）
　　　　　　　　　刈込　髙子
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健康福祉局事務分掌 

 

総 務 部 

総務課 

(1) 局内の文書に関すること。 

(2) 局内の事務事業の連絡調整に関すること。 

(3) 社会福祉、保健及び衛生に係る褒章及び表彰に関すること。 

(4) 局の危機管理に関すること。 

(5) 局内の予算及び決算に関すること。 

(6) 局内の財産管理に関すること。 

(7) 他の室、部及び課の主管に属しないこと。 

 

職員課 

(1) 局所属職員等の研修に関すること。 

(2) 局所属職員の福利厚生及び衛生管理に関すること。 

(3) 局所属職員等の人事に関すること。 

(4) 局所属職員の給与その他の勤務条件その他労務に関すること。 

(5) 局内の組織に関すること。 

 

相談調整課 

(1) 横浜市福祉調整委員会が受けた苦情申立て等に関すること。 

(2) その他横浜市福祉調整委員会に関すること。 

(3) 墓地等の設置等に係る紛争解決のためのあっせん及び紛争の調整に関するこ

と。 

(4) 横浜市墓地等設置紛争調停委員会に関すること。 

 

監査課 

(1) 社会福祉に係る事業等の監査に係る企画及び連絡調整に関すること(こども青

少年局総務部監査課の主管に属するものを除く。以下この部中同じ｡)｡ 

(2) 社会福祉法人の設立、定款変更、解散、合併の認可等に関すること。 

(3) 社会福祉法人の監査その他の指導及び監督に関すること。 

(4) 社会福祉法人の改善命令、業務停止命令、役員解職の勧告及び解散命令に関す

ること。 

(5) 社会福祉施設、介護老人保健施設等の施設に係る事業その他の社会福祉事業の

監査に関すること。 

(6) 社会福祉施設その他の施設の建設に対する助成についての検査等に関するこ

と。 

(7) 特に命ぜられた監査その他の指導及び監督に関すること。 

 

企画部 

 企画課 

(1) 社会福祉、保健及び衛生に係る総合的な企画、調整及び調査研究に関すること。 

(2) 社会福祉、保健及び衛生に係る統計及び情報の収集等に関すること(他の室及
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び部の主管に属するものを除く｡)｡ 

(3) 横浜市社会福祉審議会に関すること。 

 

地域福祉保健部 

福祉保健課 

(1) 地域福祉保健推進施策の調整に関すること。 

(2) 地域福祉保健計画の推進に関すること。 

(3) 福祉のまちづくりの推進に関すること。 

(4) 横浜市福祉のまちづくり推進会議に関すること。 

(5) 福祉保健センターにおける福祉保健施策の推進に係る連絡調整に関すること。 

(6) 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会に関すること（障害福祉部の主管に属する

ものを除く。）。 

(7) 社会福祉法人区社会福祉協議会等に関すること。 

(8) 地域福祉保健に係る人材育成に関すること(他の部の主管に属するものを除

く｡)｡ 

(9) 成年後見制度及び地域福祉に係る権利の擁護に関すること(他の部の主管に属

するものを除く｡)｡ 

(10) 日本赤十字社及び赤十字奉仕団に関すること。 

(11) 災害救助に関すること。 

(12) 災害時要援護者支援事業に関すること。 

(13) 福祉有償運送に関すること。 

(14) その他地域福祉保健に関すること。 

(15) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

地域支援課 

(1) 民生委員及び横浜市民生委員推薦会に関すること。 

(2) 地域包括支援センターの設置及び運営管理の総合調整に関すること。 

(3) 地域ケアプラザの整備及び運営管理の総合調整に関すること。 

(4) 福祉保健活動拠点の整備及び運営管理の総合調整に関すること。 

(5) 横浜市社会福祉センター及び福祉保健研修交流センターウィリング横浜の運

営管理に関すること。 

 

生活福祉部 

生活支援課 

(1) 生活保護等に係る事務の企画、運営、指導その他生活保護法(昭和 25 年法律

第 144 号) の施行に関すること。 

(2) 保護施設の設置の認可並びに当該施設の休止及び廃止の認可に関すること。 

(3) 保護施設の改善命令、事業停止命令、認可の取消しその他の指導及び監督に関

すること。 

(4) 生活困難者に対する事業及び隣保事業に係る社会福祉施設(保護施設を除く。) 

及び社会福祉事業( 以下この部中「施設等」という。) の開始、変更及び廃止の

許可等に関すること。 

(5) 施設等の改善命令、事業停止命令、許可の取消しその他の指導及び監督に関す

ること。 
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(6) 私立の保護施設の助成に関すること。 

(7) 市立の保護施設( 授産所を除く。) の企画、設置及び運営管理に関すること。 

(8) 保護施設の法外扶助に関すること。 

(9) 生活保護世帯の法外援護に関すること。 

(10) 保護統計調査に関すること。 

(11) 行旅病人及び行旅死亡人の取扱いに関すること。 

(12) 医療券等の審査に関すること。 

(13) 生活保護法に基づく指定介護機関、指定医療機関等に関すること。 

(14) 被保護者の就労支援に関すること。 

(15) 原子爆弾被爆者の福祉に関すること。 

(16) 戦傷病者、戦没者遺族、中国帰国者等の援護に関すること。 

(17) 公益財団法人寿町勤労者福祉協会に関すること。 

(18) 寿地区対策に関すること。 

(19) 寿福祉プラザの管理に関すること。 

(20) 障害者のいる世帯等に係る水道料金減免事務の調整に関すること。 

(21) 生活困窮者の支援に係る事務の企画、調整その他生活困窮者自立支援法（平成

25年法律第 105号）の施行に関すること（他の局の主管に属するものを除く。）。 

(22) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

保険年金課 

(1) 国民健康保険及び国民年金( 特定障害者に係る特別障害給付金を含む。以下こ

の部中同じ。) の事務の企画及び運営に関すること。 

(2) 国民健康保険被保険者の資格の得喪及び賦課徴収に係る総合調整に関するこ

と。 

(3) 国民健康保険給付に関すること。 

(4) 国民健康保険及び国民年金の統計調査、事業報告等に関すること。 

(5) 国民健康保険制度及び国民年金制度の広報に関すること。 

(6) 区役所における国民健康保険及び国民年金の事務の指導及び連絡に関するこ

と。 

(7) 国民健康保険関係職員の研修に関すること。 

(8) 横浜市国民健康保険運営協議会及び横浜市国民健康保険障害児育児手当金障

害程度審査委員会に関すること。 

(9) 国民健康保険団体連合会に関すること。 

(10) 国民健康保険に係る特定健康診査及び特定保健指導に関すること。 

 

医療援助課 

(1) ひとり親家庭等の医療費助成事業に関すること。 

(2) 小児の医療費助成事業に関すること。 

(3) 重度障害者の医療費助成事業に関すること。 

(4) 身体障害者の更生医療給付に関すること。 

(5) 児童の医療給付等に関すること。 

(6) 後期高齢者医療事業及び老人保健医療事業に関すること。 

(7) 神奈川県後期高齢者医療広域連合に関すること。 

(8) その他医療費助成に関すること(他の課の主管に属するものを除く｡)｡ 
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障害福祉部 

障害企画課 

   (1) 障害者及び障害児に係る一貫した施策の企画及び調整に関すること。 

   (2) 障害者及び障害児の福祉の推進に関すること（こども青少年局こども福祉保健

部の主管に属するものを除く。）。 

   (3) 障害者福祉サービスに関する広報及び福祉サービスの情報提供に関すること

（こども青少年局こども福祉保健部の主管に属するものを除く。）。 

   (4)  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下この項

において「法」という。）に係る事務の企画及び運用に関すること。 

   (5) 発達障害者支援法に関すること（こども青少年局こども福祉保健部の主管に属

するものを除く。）。 

   (6) 後見的支援を要する障害者の支援に関すること。 

   (7) 精神科病院の実地指導に関すること。 

   (8) 医療社会事業に関すること。 

   (9) その他精神保健及び精神障害者福祉に関すること（他の局、部及び課の主管に

属するものを除く。）。 

   (10) 障害者更生相談所及びこころの健康相談センターとの連絡調整に関すること。 

   (11) 横浜市総合リハビリテーションセンターの運営管理に関すること。 

   (12) 社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団に関すること。 

   (13) 自殺対策に関すること（他の局、部及び課の主管に属するものを除く。）。 

   (14) 法に基づく自立支援医療費（ 精神障害者の通院医療に係るものに限る。） そ

の他の精神障害者に係る医療費の公費負担に関すること（ 他の部及びこころの

健康相談センターの主管に属するものを除く。）。 

   (15) 障害者の就業支援に関すること。 

   (16) 福祉授産所等における受注、契約、工賃請求及び領収並びに当該授産所等への

支払いに関すること。 

   (17) 地域作業所等に対する作業のあっせんに関すること。 

   (18) 横浜市障害者施策推進協議会に関すること。 

   (19) 横浜市精神保健福祉審議会に関すること。 

   (20) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

障害福祉課 

(1) 特別障害者手当等に関すること。 

(2) 心身障害者扶養共済事業に関すること。 

(3) 障害者及び障害児の移動支援に関すること。 

(4) 手話通訳の派遣に関すること。 

(5) 横浜市障害者研修保養センターの運営管理に関すること。 

(6) 横浜市障害者スポーツ文化センターの運営管理に関すること。 

(7) 障害者のスポーツ及び文化活動の推進に関すること。 

(8) 法に基づく介護給付費のうち、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護

及び重度障害者等包括支援に係る事務に関すること。 

(9) 法に基づく補装具費の支給に係る事務に関すること。 

(10) 法に基づく地域生活支援事業のうち、移動支援サービス、日常生活用具給付等、
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障害者入浴サービス、コミュニケーション支援及び相談支援に係る事務に関する

こと。 

(11) 障害者の生活環境の整備に関すること。 

(12) 特別乗車券に関すること。 

(13) その他障害者個人に対する給付に関すること(他の局、部及び課の主管に属す 

るものを除く｡)｡ 

(14) その他障害者団体に関すること(他の局、部及び課の主管に属するものを除 

く｡)｡ 

 

障害支援課 

(1) 市立の障害者施設に関すること（他の課の主管に属するものを除く。）。 

(2) 市立の障害者施設の整備に関すること。 

(3) 私立の障害者施設及び障害者地域活動ホームの建設に対する助成に関するこ

と。 

(4) 障害者施設の設置の認可等並びに当該施設の休止及び廃止の承認等に関する

こと。 

(5) 障害者施設への措置、措置費及び法外扶助に関すること。 

(6) 障害者施設の調査、指導及び調整に関すること。  

(7) 法に基づく介護給付費のうち、生活介護、短期入所、施設入所支援及び療養介

護に係る事務に関すること。 

(8) 法に基づく訓練等給付費に係る事務に関すること。 

(9) 法に基づく地域生活支援事業のうち、地域活動支援センター及び日中一時支援

に係る事務に関すること。 

(10) 自立生活アシスタントに関すること。 

(11) 障害者地域活動ホーム及び小規模通所施設に関すること。 

(12) 精神障害者の退院促進支援に関すること。 

(13) 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会障害者支援センターの事業に関すること。 

(14) 障害者及び障害児の在宅生活の支援に関すること（他の局、部及び課の主管に

属するものを除く。）。 

 

高齢健康福祉部 

高齢健康福祉課 

(1) 高齢者福祉に係る企画及び調整に関すること。 

(2) 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に関すること。 

(3) 地域包括ケアの推進に関すること。 

(4) 介護福祉業務に従事する人材の確保に係る事業に関すること。 

(5) 老人クラブに関すること。 

(6) 老人福祉センター等に関すること。 

(7) 横浜市高齢者保養研修施設の運営管理に関すること。 

(8) その他高齢者の福祉に関すること( 他の課の主管に属するものを除く｡)｡ 

(9) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

高齢在宅支援課 

(1) 在宅の要援護高齢者等の福祉に関すること( 他の課の主管に属するものを除
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く｡)｡ 

(2) 在宅の要援護高齢者等の保健事業その他地域看護業務に関すること(他の課の

主管に属するものを除く｡)｡ 

(3) 高齢者の一般介護予防事業に関すること。 

(4) 高齢者等の包括的支援事業に関すること（ 他の課の主管に属するものを除

く。）。 

(5) 指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事

業者、指定介護予防支援事業者及び第１号事業（介護保険法（平成９年法律第 123

号）第 115条の 45第１項第１号に規定する第１号事業をいう。以下同じ。）の指

定事業者への支援に関すること（他の課の主管に属するものを除く。）。 

(6) 社会福祉法人横浜市福祉サービス協会に関すること。 

 

高齢施設課 

(1) 介護保険施設の指定又は許可、指導、調整、改善勧告、改善命令等に関するこ

と。 

(2)  短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護を実施する

事業者（ いずれも予防給付に係るものを含む。） の指定、指導、調整、改善勧告、

改善命令等に関すること。 

(3) 地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護を実施する事業者の指定、指導、調整、改善勧告、改善命令等に関する

こと。 

(4) 生活支援短期入所生活介護に関すること。 

(5) 老人福祉法( 昭和 38 年法律第 133 号) に基づく事業及び施設に係る許可等

に関すること( 他の課の主管に属するものを除く｡)。 

(6) 老人福祉施設への措置及び措置費並びに法外扶助に関すること。 

(7) 市立の老人福祉施設に関すること( 他の課の主管に属するものを除く。）。 

(8) 老人福祉施設及び介護保険施設の建設に対する助成に関すること。 

(9) 地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護の拠点の整備に対する助成等に関すること。 

(10) サービス付き高齢者向け住宅の報告、検査、指示等に関すること（ 他の局の

主管に属するものを除く。）。 

(11) よこはま多世代・地域交流型住宅等の高齢者の住居に関すること（建築局の主

管に属するものを除く。）。 

 

介護保険課 

(1) 介護保険の事務の企画及び運営に関すること( 他の課の主管に属するものを

除く｡)｡ 

(2) 介護保険料の算定に関すること。 

(3) 介護保険被保険者の資格の得喪、賦課徴収及び要介護認定等に係る総合調整に

関すること。 

(4) 介護保険の給付等に関すること( 区役所の主管に属するものを除く｡)｡ 

(5) 介護保険料に係る特別徴収義務者への還付に関すること。 

(6) 介護保険制度における住宅改修及び福祉用具購入に係る事業者の調整に関す

ること。 
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(7) 介護保険に係る統計調査、事業報告等に関すること。 

(8) 介護保険制度の広報に関すること。 

(9) 区役所における介護保険の事務の指導及び連絡に関すること。 

(10) 介護保険関係職員の研修に関すること。 

(11) 横浜市介護認定審査会及び横浜市介護保険運営協議会に関すること。 

(12) 国民健康保険団体連合会に関すること( 他の部、課の主管に属するものを除

く｡)｡ 

 

介護事業指導課 

(1) 指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援

事業者、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者、

指定介護予防支援事業者及び第１号事業の指定事業者の指定、指導、調整、改善

勧告、改善命令等に関すること（ 他の課の主管に属するものを除く。）。 

(2) 地域密着型サービスの拠点の整備に対する助成等に関すること（ 他の課の主

管に属するものを除く。）。 

 

健康安全部 

健康安全課 

(1) 健康安全に係る施策の企画及び調整に関すること。 

(2) 感染症の予防、医療、発生動向の調査等に関すること（保健所事務分掌規則第

３条健康安全課の項第１号から第４号まで並びに第４条福祉保健課の項第３号及

び第４号に掲げる事務を除く。）。 

(3) 予防接種に関すること。 

(4) 横浜市予防接種事故対策調査会に関すること。 

 

生活衛生課 

(1) 墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23年法律第 48号）に基づく経営の許可等に

関すること。 

(2) 横浜市墓地等設置財務状況審査会に関すること。 

(3) 環境衛生関係団体に関すること。 

(4) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45年法律第 20号）に基

づく事業者の登録に関すること。 

(5) 昆虫等の防除に関すること（保健所事務分掌規則第４条生活衛生課の項第５号

に掲げる事務を除く。）。 

(6) その他生活衛生に関すること（保健所事務分掌規則第３条生活衛生課の項及び

第４条生活衛生課の項第１号から第８号までに掲げる事務を除く。）。 

(7) 動物愛護センターに関すること。 

 

食品衛生課 

(1) 食品衛生関係団体に関すること。 

(2) 食鳥処理の事業の許可、確認規程の認定等に関すること。 

(3) と畜場の設置の許可等に関すること。 

(4) その他食品衛生に関すること（保健所事務分掌規則第３条食品衛生課の項及び

第４条生活衛生課の項第９号から第 11号までに掲げる事務を除く。）。 
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(5) 食肉衛生検査所及び中央卸売市場食品衛生検査所に関すること。 

(6) 衛生研究所に関すること。 

  

医療安全課 

(1) 医療に係る相談等に関すること。 

(2) 医療安全情報の提供に関すること。 

(3) 医療安全研修に関すること。 

(4) その他医療安全の確保に関すること。 

(5) 医療法(昭和 23年法律第 205号)に基づく許可及び認可に関すること。 

 

保健事業課 

(1) 保健施策の企画、調整及び推進に関すること。 

(2) 健康増進に関すること(他の部、課の主管に属するものを除く｡)｡ 

(3) 栄養改善に関すること。 

(4) 歯科保健に関すること（母子保健に係るものを除く。）。 

(5) 献血の推進等に関すること。 

(6) 保健活動推進員に関すること。 

(7) 原子爆弾被爆者の援護に関すること（生活福祉部の主管に属するものを除く。）。 

(8) 難病対策に関すること。 

(9) その他疾病対策に関すること（他の室、部及び課の主管に属するものを除く。）。 

(10) 公害健康被害の調査、補償及び救済に関すること。 

(11) 横浜市公害健康被害認定審査会及び横浜市公害健康被害診療報酬審査会に関

すること。 

(12) その他公害保健福祉に関すること。 

(13) 衛生に係る統計及び人口動態統計に関すること。 

(14) 公益財団法人横浜市総合保健医療財団に関すること。 

(15) 横浜市スポーツ医科学センター及び横浜市総合保健医療センターに関するこ

と。 

(16) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

環境施設課 

(1) 市営墓地、斎場及び霊堂の運営管理に関すること。 

(2) 市営墓地、斎場及び霊堂の整備に関すること。 
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保健所事務分掌 

 

健康安全部 

健康安全課 

(1) 横浜市感染症診査協議会に関すること。 

(2) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年法律第 

114号）に基づく他の行政機関との協議に関すること。 

(3) 検疫法(昭和 26年法律第 201 号)に基づく検疫感染症の患者に係る通報の受理

及び検疫の免除の許可に関すること。 

(4) 福祉保健センター福祉保健課の（3）及び（4）並びに福祉保健センター生活衛

生課の（11）及び（16）に掲げる事務の総括に関すること。 

(5) 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

生活衛生課 

(1) 温泉法(昭和 23年法律第 125号)に基づく温泉の利用の許可及びその取消し、

温泉の利用の許可を受けた者の合併及び分割並びに相続に関する承認、温泉の成

分等の掲示内容等の届出及びその変更命令、管理者に対する措置命令並びに土地

の掘削許可等に関して神奈川県知事に提出する書類の経由事務に関すること。 

(2) 温泉法施行細則（昭和 59年３月横浜市規則第 11号）に基づく温泉利用事項の

変更並びに温泉利用施設の廃止及び休止の届出に関すること。 

(3) 化製場等に関する法律(昭和 23年法律第 140号)に基づく化製場及び死亡獣畜

取扱場の設置の許可、変更の届出及び許可の取消しに関すること。 

(4) 化製場等に関する法律施行細則（昭和 59年９月横浜市規則第 93号）に基づく

化製場等の設置事項の変更並びに経営の停止及び廃止の届出に関すること。 

(5) えなその他出産に伴う産あい物処理業者条例(昭和25年神奈川県条例第52号)

に基づく焼却場の施設の検査、事情の聴取、立入検査及び特別の施設の設置命令

並びに神奈川知事に提出する書類の経由事務に関すること。 

(6) 墓地、埋葬等に関する法律(昭和 23年法律第 48号)に基づく報告の徴収及び立

入検査に関すること。 

(7) 横浜市墓地等の経営の許可等に関する条例(平成 23年 2月横浜市条例第 5号)

に基づく立入調査に関すること。 

(8) 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律(昭和 48年法律第 112号)に

基づく措置命令、報告の徴収、立入検査、質問及び収去に関すること。 

(9) 横浜市簡易給水水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な飲料水の

確保に関する条例（平成３年 12月横浜市条例第 56号）に基づく公表に関するこ

と。 

(10) 福祉保健センター生活衛生課の（1）から（8）までに掲げる事務の総括に関す

ること。 

 

 動物愛護センター 

   (1) 横浜市動物愛護センター条例（平成 22年 12月横浜市条例第 44号）第２条第

１号から第 11号までの規定に基づく事務に関すること。 

   (2) 狂犬病予防法（昭和 25 年法律第 247 号）に基づく犬の登録並びに鑑札及び注
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射済票の交付に関すること(横浜市動物愛護センター条例第２条第３号から第５

号までの規定により保管した犬を所有者に返還し、又は第三者に譲渡する場合に、

その所有者又は譲受人の依頼によって行うものに限る｡)｡ 

   (3) 福祉保健センター生活衛生課の（12）から（14）までに掲げる事務の統括に関

すること。 

 

食品衛生課 

(1) 食品衛生関係営業の監視及び指導に関すること。 

(2) 食品等の検査に関すること。 

(3) 福祉保健センター生活衛生課の（9）及び（10）に掲げる事務の総括に関する

こと。 

(4) 食品表示法（ 平成 25 年法律第 70 号） の施行に関すること。  

 

医療安全課 

(1) 医事及び薬事に関すること(医療法（昭和 23年法律第 205号）に基づく許可及

び認可並びに福祉保健センター生活衛生課の（15）に掲げる事務を除く｡)｡ 

(2) 医療施設調査規則（昭和 28年厚生省令第 25号）に基づく調査票等の受理及び

送付に関すること。 

(3)  福祉保健センター生活衛生課の（15）に掲げる事務の総括に関すること。 

 

福祉保健センター 

福祉保健課 

(1) 国民生活基礎調査規則(昭和61年厚生省令第39号)等に基づく調査票等の審査

整理及び提出に関すること。 

(2) 人口動態調査令(昭和 21年勅令第 447 号)に基づく調査票の審査及び提出に関

すること。 

(3) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく事務(同法

に基づく医療費の負担、医療機関の指定、厚生労働大臣への報告、感染症発生時

の調査協力依頼及び感染症に係る情報の公表に関する事務並びに健康安全部健康

安全課の（1）及び（2）並びに福祉保健センター生活衛生課の（5）に掲げる事務

を除く。)に関すること。 

(4) 検疫法に基づく検査、消毒その他検疫感染症の予防上必要な措置に関すること。 

(5) 健康増進法(平成 14年法律第 103 号)に基づく栄養指導その他の保健指導、特

定給食施設及び特別用途食品等に関すること。 

(6) 横浜市小規模給食施設の栄養管理に関する条例(平成 12年 2月横浜市条例第 6

号)に基づく事務に関すること。 

(7) 食品表示法に基づく栄養成分及び熱量等の表示事項に係る指示等に関するこ 

と。 

(8) センター内他の課の主管に属しないこと。 

 

生活衛生課 

(1) 環境衛生関係営業に関すること。 

(2) 墓地、火葬場等の管理者の届出等に関すること。 

(3) 専用水道、簡易専用水道、小規模受水槽水道、飲用井戸等の衛生に関すること。 
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(4) 建築物における衛生的環境の確保に関すること(事業者の登録に関する事務を

除く｡)｡

(5) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づくねずみ族、

昆虫等の駆除並びに消毒(患者がいる場所及びいた場所並びに感染症により死亡

した者の死体がある場所及びあった場所に係るものを除く。)に関すること。

(6) 居住衛生に関すること。

(7) 有害物質を含有する家庭用品の衛生に関すること。

(8) 前各号に掲げる事務に係る苦情受付及び調査に関すること。

(9) 食品衛生関係営業に関すること。

(10) 食中毒の予防に関すること。

(11) 食中毒の発生措置に関すること。

(12) 狂犬病予防に関すること。

(13) 動物の愛護及び管理に関する法律(昭和 48年法律第 105 号)に基づく第一種動

物取扱業者及び第二種動物取扱業者の動物の管理方法等の改善勧告、措置命令、

報告の徴収及び立入検査、生活環境の損失を生じさせる事態の除去に必要な勧告

及び措置命令、特定動物飼養者に対する措置命令、報告の徴収及び立入検査、犬

及び猫の引取り並びに動物の収容に関すること。

(14) 横浜市動物の愛護及び管理に関する条例(平成 18 年 3 月横浜市条例第 17 号)

に基づく事務に関すること。

(15) 患者調査規則(昭和28年厚生省令第26号)及び医療法施行令(昭和23年政令第

326号)に基づく調査票等の受理及び送付、医師等の免許の経由事務、施術所、歯

科技工所、薬局、薬局製造販売医薬品の製造販売業及び製造業、医薬品の販売業、

医療機器の販売業及び貸与業、再生医療等製品の販売業並びに毒物劇物販売業に

関すること。

(16) 健康危機管理に関すること。

高齢・障害支援課 

(1) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和 25年法律第 123 号)に基づく

書類の経由事務に関すること(精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療に関す

る事務を除く｡)。

(2) 児童福祉法(昭和 22年法律第 164 号)に基づく身体障害児の療育の指導等に関

すること(神奈川福祉保健センター、西福祉保健センター、中福祉保健センター、

保土ケ谷福祉保健センター及び都筑福祉保健センター(以下「神奈川福祉保健セン

ター等」という。)に限る｡)。

(3) 身体障害者福祉法施行令(昭和25年政令第78号)に基づく診査を受けるべき旨

の通知の受理、障害程度の変化に関する通知及び身体障害者手帳の交付を受けた

者に係る通知の受理に関すること(神奈川福祉保健センター等に限る｡)。

こども家庭支援課 

(1) 児童福祉法に基づく身体障害児の療育の指導等に関すること(神奈川福祉保健

センター等を除く｡)。

(2) 身体障害者福祉法施行令に基づく診査を受けるべき旨の通知の受理、障害程度

の変化に関する通知及び身体障害者手帳の交付を受けた者に係る通知の受理に関

すること(神奈川福祉保健センター等を除く｡)。
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(3) 母子保健法(昭和 40年法律第 141 号)に基づく妊娠の届出の経由事務に関する

こと。
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平成 28 年度 健康福祉局 運営方針 

平成 28 年度の一般会計の予算規模は、4,256 億 4,739 万円で、その約６割を扶助費が占めていま

す。 

また、特別会計の予算規模は、7,437 億 2,906 万円で、国民健康保険事業費会計、介護保険事業

費会計、後期高齢者医療事業費会計が主となっています。 

Ⅰ 予算規模 
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今日の安心、明日の安心、そして将来への安心 

超高齢社会となった本市において、少子高齢化はさらに進展するとともに、支援を必要とする

高齢者や生活困窮世帯等の増加、地域のつながりの希薄化などの傾向が、年々強まっています。

特に、団塊の世代が後期高齢者となり、社会保障費が増大していく２０２５年以降への対応が急

務であるとともに、生活困窮者への支援も引き続きの課題となっています。 

今年度は中期４か年計画が折り返しを迎える年であり、計画の目標達成の鍵を握る年です。地

域包括ケアシステムの構築に向けた取組を本格化させるとともに、健康づくりや介護予防の取組

を進め、健康寿命日本一を目指します。また、28 年４月に施行された障害者差別解消法への対応

についても、率先して取り組みます。 

子どもから大人まで福祉・保健における市民生活の安心・安全を確保するために、目標達成に

向けた施策を着実に実施するとともに、現状の課題に即したサービスの充実とあわせ、「健康・

自立」をキーワードに、職員一丸となって取り組みます。 

Ⅲ 目標達成に向けた施策 

１ つながり支えあうまちづくりを進めるために ～地域福祉保健の推進～ 

２ 高齢者が地域で自分らしく暮らし続けるために ～高齢者保健福祉の推進～ 

Ⅱ 基本目標 

誰もが安心して自分らしく健やかに暮らせる地域づくりを目指し、住民、事業者、行政、社

会福祉協議会、地域ケアプラザ等が福祉保健などの地域の課題解決に取り組み、身近な地域の

支えあいの仕組みづくりを進めることを目的に、第３期横浜市地域福祉保健計画を推進しま

す。高齢者や障害者等が、判断能力が低下しても安心して日常生活が送れるよう、権利擁護を

推進します。また、市民の誰もが住み慣れたまちで安心して暮らせるよう、地域ケアプラザの

建設等５か所の整備を進め、また、136 か所の運営を行います。 

災害時に自力避難が困難な要援護者の安否確認や避難支援等の活動が円滑に行われるよう、

災害時要援護者支援名簿の提供をはじめ、災害に備えた日頃からの地域での自主的な支えあい

の取組を支援します。 

ごみ問題を抱える人への支援として、福祉的な視点に重点を置いた、いわゆる「ごみ屋敷」

対策に取り組みます。

国からの権限移譲を受け、福祉有償運送を行う団体の登録や検査等を実施します。

「地域包括ケアシステム」の構築に向けて、指針を策定し、28 年１月から移行を開始した介

護予防・日常生活支援総合事業の円滑な運営を行うとともに、生活支援コーディネーターの配

置や地域ケアプラザの体制強化などに取り組みます。また、認知症の人やその家族に早期にか

かわる「認知症初期集中支援チーム」の拡充や、介護予防推進のための「元気づくりステーシ

ョン事業」、地域社会で高齢者が活躍できる仕組みづくりに向けた「生きがい就労支援スポット」

の運営等に取り組みます。

高齢者施設・住まいの相談センターへ「施設のコンシェルジュ」を配置し、個々の高齢者の

状況に応じたサービス選択の支援を行うとともに、民有地を活用した「よこはま多世代・地域

交流型住宅認定制度」の運用を開始します。
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３ 障害者が自己選択・自己決定のもと地域で安心して暮らしていくために～障害者施策の推進～ 

 

 

 

 

 

 

４ 安らぎのある暮らしを守るために ～生活基盤の安定と自立の支援～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 健やかでいきいきと暮らしていくために ～健康で安全・安心な暮らしの支援～ 

 

28 年４月の障害者差別解消法の施行に伴い、相談事案についてあっせんを行うための調整委

員会の運営、区役所窓口での手話通訳対応や啓発活動、様々な分野の関係機関等による障害者

差別解消支援地域協議会の設置などの取組を実施します。また、全庁的な取組の推進を目的と

して、障害者差別に関する相談対応や職員研修について、各区局等の取組の後押しを行います。 

障害者への後見的支援事業を２区で新規開設し全区で実施するとともに、移動情報センター

を新たに３区で開設し、15 区で事業を実施します。また、発達障害者支援センターに地域支援

マネジャーを配置し、地域の相談支援機関等への支援機能を強化します。

東京 2020 オリンピック・パラリンピック開催を契機とした障害者のスポーツ及び文化活動を

推進します。 

生活の安定や自立を図るためのきめ細かな相談支援や貧困の連鎖を断つための高校進学に

向けた学習支援事業を全区で実施するとともに、生活保護制度においても、ハローワークと連

携した一体的な就労支援や不正受給防止対策など、制度の適正運用を進めます。

社会保障制度の一端を担う国民健康保険事業の安定運営のため、新たに保険料の特別徴収や

ペイジー口座振替受付サービスの導入により収入確保を徹底するとともに、医療費適正化に向

けて、データヘルス計画作成を始めるほか、レセプト２次点検促進などの取組を強化します。 

また、子育て家庭への支援として、27 年 10 月に通院助成を小学３年生までに拡大した小児

医療費助成を引き続き実施するとともに、29 年４月からの対象拡大、持続可能な制度に向け

た一部自己負担金導入の検討に着手します。

消費税率引上げによる低所得者への影響を緩和するための「臨時福祉給付金」を 28 年度も

実施するほか、賃金引上げの恩恵が及びにくい低年金受給者等への配慮のため、新たに「年金

生活者等支援臨時福祉給付金」を支給します。

誰もが健康に暮らす活力ある横浜を築くため、日常生活の中で楽しみながら取り組めるよ

う、「よこはまウォーキングポイント」や企業への健康経営の普及などにより、健康なライフ

スタイルの浸透を図り、「健康寿命日本一」を目指します。また、がんの早期発見・治療を促

進するため、妊婦健診対象者の子宮頸がん検診の自己負担額無料化等に取り組みます。

感染症の予防および発生時対応の強化に取り組みます。また、ジカウイルス感染症（ジカ

熱）等新たに流行する恐れのある感染症への対策も進めていきます。

食の安全・安心のため、食品関係施設への監視指導や検査により、食中毒や違反食品の流

通を防止します。食品の原産地や原材料等の表示に関する事務が本市に移譲されたため、適

正表示を推進します。

規制改革実施計画（平成 27 年６月 30 日閣議決定）による小規模宿泊業（民泊）の規制緩

和を受け、民泊営業の適正な許認可及び安全・衛生の確保を進めます。 

高齢化の進展に伴い、亡くなる方も増加し墓地の不足が見込まれるため、三ツ沢墓地の未

使用区画の再募集を行います。また、日野公園墓地納骨堂の建築工事に着手するとともに、

舞岡リサーチパーク跡地の公園型墓園の整備に向けた基本設計等を進めます。

人と動物が共に快適に暮らせる環境づくりに向け、動物愛護や適正飼育の普及啓発、ペッ

トの災害対策、狂犬病の予防、収容動物の譲渡を推進します。
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Ⅳ 目標達成に向けた組織運営 

目標達成に向けて、人材育成に力を入れるとともに、関係者間でノウハウ・情報を共有し、相互

に連携して取り組みます。

 

 

 

 

 

 

 

２ 協働と共創の推進 

市民の皆様が健康に暮らす、活力ある横浜

を築くため、372 万市民と 12 万事業所が連携

した都市型の健康づくり横浜モデルを創出し

ます。 

市民の皆様や企業、NPO 法人、社会福祉法

人、医療機関、関係団体など、様々な主体と

の協働や共創に取り組みます。

３ 人権尊重の視点を持った施策の推進 

保健・福祉の業務を遂行するうえで、高齢

者や障害者、HIV感染者やホームレス等の人権

問題の重要性を十分認識し、常に人権感覚を

磨くことが重要です。 

今年度施行された障害者差別解消法の趣旨

を十分に理解し、障害のある人の意向を確認

し、職員一人ひとりが場面に応じて考え、 

合理的配慮の提供に取り組んでいきます。

４ 働くことに「よろこび」と「誇り」 

を感じる取組 

ワーク・ライフ・バランスを推進し、仕事

の進め方や時間の使い方などを見直し、休暇

や男性の育児休業取得の促進、超過勤務の削

減などに取り組みます。

活発なコミュニケーションが行われ、働き

やすい職場の環境づくりを進めます。

１ 人材育成とチーム力の発揮 

職員一人ひとりの意欲と能力を高めつつ、

業務知識や専門技術の習得に努め、保健・福

祉行政を担う人材を育成します。 

18区や関係局とも組織の縦割りを超えて連

携し「チーム横浜」として取り組みます。
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健康福祉局予算総括表

（一般会計） （単位：千円）

本年度 前年度 増△減

７款

314,444,404 313,524,160 920,244 0.3

１項

社 会 福 祉 費 47,112,313 45,929,119 1,183,194 2.6

２項

障害者福祉費 98,141,738 95,293,457 2,848,281 3.0

３項

老 人 福 祉 費 9,522,438 9,852,526 △ 330,088 △ 3.4

４項

生 活 援 護 費 132,216,340 132,196,687 19,653 0.0

５項

健康福祉施設
整 備 費

7,301,908 11,305,005 △ 4,003,097 △ 35.4

６項

公 衆 衛 生 費 17,210,316 16,258,960 951,356 5.9

７項

環 境 衛 生 費 2,939,351 2,688,406 250,945 9.3

１７款

111,202,988 108,153,506 3,049,482 2.8

１項

特別会計繰出金 111,202,988 108,153,506 3,049,482 2.8

（特別会計）

本年度 前年度

(43.7) (45.1)

186,042,493 190,155,869

(56.3) (54.9)

239,604,899 231,521,797

(100) (100)

425,647,392 421,677,666

（　）内は構成比

合

計

特 別 会 計 計 743,729,055 733,205,287 10,523,768 1.4

58,911 △ 19,252 △ 32.7

新墓園事業費会計 750,000 252,474 497,526 197.1

特
定
財
源

後期高齢者医療
事 業 費 会 計

71,583,718 67,060,723 4,522,995 6.7

一
般
財
源

公害被害者救済
事 業 費 会 計

39,659

介 護 保 険
事 業 費 会 計

267,606,226 253,808,062 13,798,164 5.4

健康福祉局一般会計予算の財源

国 民 健 康 保 険
事 業 費 会 計

403,749,452 412,025,117 △ 8,275,665 △ 2.0

諸 支 出 金

国民健康保険事業費、介護保険事業費、後期高齢
者医療事業費、公害被害者救済事業費、水道事業、
自動車事業及び高速鉄道事業会計繰出金

一 般 会 計 計 425,647,392 421,677,666 3,969,726 0.9

社会福祉総務費、社会福祉事業振興費、
国民年金費、ひとり親家庭等医療費、
小児医療費、臨時福祉給付金給付費

障害者福祉費、こころの健康相談センター等運営
費、障害者手当費、重度障害者医療費、障害者福祉
施設運営費、リハビリテーションセンター等運営費

老人措置費、老人福祉費、老人福祉施設運営費

生活保護費、援護対策費

健康福祉施設整備費

健康安全費、健康診査費、健康づくり費、
地域保健推進費、公害・石綿健康被害対策事業費

食品衛生費、衛生研究所費、食肉衛生検査所費、
環境衛生指導費、葬務費、動物保護指導費

健 康 福 祉 費

項 目
増減率
（％）

備 考
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Ⅰ　地域福祉保健の推進
事業内容

　福祉保健の取組への住民参加を促進し、地域活動団体

や社会福祉施設等と行政が協働して、地域づくり、支え

あいの取組を進めます。

１　地域福祉保健計画推進事業【中期】 213万円

誰もが安心して自分らしく健やかに暮らせる地域づ

くりを目指し、住民、事業者、行政、社会福祉協議会、

地域ケアプラザ等が福祉保健などの地域の課題解決に

協働して取り組み、身近な地域の支えあいの仕組みづ

くりを進めることを目的として、第３期横浜市地域福

祉保健計画（計画期間26～30年度）を推進します。

あわせて、全区の第３期計画（計画期間28～32年度）

の推進を支援します。

２　地域福祉・交流拠点整備事業 2,024万円

身近な地域に、高齢者を中心とした、障害者、子育

て世代等、幅広い市民の相互交流を促進するコミュニ

ティサロン等の拠点を整備するため、ＮＰＯ等の事業

者に対し整備費用を補助します。

工事費等補助：上限650万円　３か所

３　福祉有償運送事業〈拡充〉 78万円

国からの権限移譲を受け、福祉有償運送を行う特定非営利法人等の登録、検査等を

実施します。また、登録に先立ち、その必要性及び適正な実施等について関係者による

事前協議を行うため、福祉有償移動サービス運営協議会を開催します。

協議会開催回数：３回

４　災害時要援護者支援事業【中期】 1,929万円
　災害時に自力避難が困難な要援護者の安否確認や避難支援等の活動が円滑に行われる

よう、「同意方式」又は「情報共有方式」による災害時要援護者名簿の提供をはじめ、

災害に備えた日頃からの地域での自主的な支えあいの取組を支援します。

５　地域福祉保健関係職員人材育成事業 436万円

（１）平成25年度に策定した「社会福祉職・保健師人材育成ビジョン」に基づく階層別研

修、専門職研修及び人材育成支援研修等の実施により、地域福祉保健の推進を担う

職員を育成します。

（２）福祉保健分野の学生実習を受け入れ、次代の地域福祉保健人材を育成します。

６　福祉保健システム運用事業 ４億6,855万円
　高齢・障害・児童福祉等のサービス提供に使用する福祉保健システムの運用保守等を

行います。また、「社会保障・税番号制度(マイナンバー制度)」対応や情報共有基盤
システムの機器更新に伴う改修を行います。

地域福祉保健計画
推 進 事 業 等

－県

国 １億1,750万円

本 年 度

前 年 度

1

差 引

５億1,535万円

３億2,265万円

１億9,270万円

394万円

本
年
度
の
財
源
内
訳 市　費

その他

３億9,391万円
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事業内容

　高齢者や障害者等が、判断能力が低下しても安心して

日常生活を送れるよう、権利擁護を推進します。

１　横浜生活あんしんセンター運営事業 【中期】

２億4,732万円
権利擁護に関わる相談や契約に基づく定期訪問・金

銭管理サービス、財産関係書類等預かりサービス、法

定後見受任等にかかる事業費を助成します。
また、権利擁護事業・成年後見制度の利用促進のた

めの広報啓発を行い、関係機関等と連携し権利擁護を

推進します。

市内のＮＰＯ等による法人後見実施に向けた支援

を行います。

２　成年後見制度利用支援事業 8,631万円
制度利用のための申立て費用や後見人等への報酬の

負担が困難な場合に、その費用を助成します。

申立て費用については、区長が申立てを行った人の

みを対象としています。

３　成年後見制度利用促進事業 1,317万円

（１）成年後見サポートネット

成年後見制度をはじめ、権利擁護に関して、各区で専門職団体と地域包括支援セン

タ－等専門機関による事例検討や、情報交換を行い、適切な制度活用と連携を促進

（２）権利擁護関係職員の資質向上と業務の円滑実施

区福祉保健センター、区社協あんしんセンター、地域包括支援センター等職員向け

の研修等を通じ、権利擁護が必要な高齢者・障害者への適切な支援と迅速な制度利用

を促進します。

４　市民後見人養成・活動支援事業【中期】 5,937万円
（１）第３期市民後見人養成課程の実施

市民後見人バンク登録者が少ない７区（鶴見、西、港南、金沢、栄、泉、瀬谷区）

を対象として、第３期養成課程を実施します。

（２）市民後見人活動の支援
地域における権利擁護を市民参画で進めるため、後見推進機関である「横浜生活

あんしんセンター」による市民後見人バンク登録者に対する研修や面接等の実施の

ほか、受任後には、後見業務における相談・助言等の活動支援を実施します。

差 引 287万円

２ 権 利 擁 護 事 業

本 年 度 ４億617万円

前 年 度 ４億330万円

します。

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 １億5,199万円

県 2,575万円

その他 2,159万円

市　費 ２億684万円
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事業内容

地域活動交流及び地域包括支援センター等の機能を担う

地域ケアプラザの整備・運営を行います。

１　整備事業 【中期】 ６億9,020万円

建設等５か所（前年度４か所）

（１）建設等 ４か所

着工 １か所 [深谷俣野]

しゅん工 ２か所 [すすき野]、［いずみ野］

床取得 １か所 [二俣川]（仮称）

（２）調査 １か所 [領家]（仮称）

２　運営事業 【中期】 26億8,364万円

（１）地域ケアプラザの運営 （136か所）

地域における身近な福祉保健の拠点として、次の

事業を実施します。

ア 身近な相談機能（障害者・子育て等）

イ 地域包括支援センター（高齢者）

ウ 地域活動・交流
※ 地域包括支援センターの事業費は エ 通所介護

含まない。同経費は介護保険事業費 オ 居宅介護支援
会計に計上。 （２）地域ケアプラザ運営の指導・支援等
(P.14の8参照) 効果的な運営を図るため、運営についての指導・

支援等を実施します。

ア 施設運営指導

イ 指定管理者選定

ウ 特別避難場所応急備蓄物資整備

（３）地域福祉コーディネーターの養成

（４）地域ケアプラザ借地料等

［建設等５か所］
所在区 名称 事業内容等 しゅん工予定  開所予定

着工

１戸塚区 深谷俣野 建設費（29年度）に係る  29年度  29年度

債務負担行為の設定

２青葉区 すすき野 建設工事、しゅん工  28年度  28年度

３泉区 いずみ野 しゅん工（民設借上げ）  28年度  28年度

床取得費（28年度分）

４旭区 二俣川(仮称) 床取得費（29年度）  29年度  30年度

に係る債務負担行為の設定

５泉区 領家（仮称） 地質調査、測量調査  31年度  31年度

前 年 度 34億3,568万円

３
地 域 ケ ア プ ラ ザ
整 備 ・ 運 営 事 業

　市民の誰もが住み慣れたまちで安心して暮らせるよう、

本 年 度 33億7,384万円

差 引 △6,184万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 7,044万円

県 －

その他 １億1,231万円

　調査

市　費 31億9,109万円

 建設（新規）

 建設（継続）

 再開発ビル
 床取得
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事業内容

　「横浜に関わる全ての人がお互いを尊重し、助け合う、

人の優しさにあふれたまちづくり」を実現するため、

ハード（施設の整備）とソフト（思いやりの心の育成）

を一体的に取り組み、福祉のまちづくりを推進します。

１　福祉のまちづくり条例推進事業 460万円

（１）「福祉のまちづくり推進会議」の開催

（２）福祉のまちづくり普及啓発

（３）条例対象施設についての事前協議・相談等

２　高齢者・障害者等に配慮した路線バス整備事業

【中期】 2,811万円

誰もが乗降しやすいノンステップバスの導入を促進

するため、導入に係る経費の一部を補助します。

民間事業者への補助 51台

事業内容

１　ごみ問題を抱えている人への支援事業

 〈新規〉【区】 400万円

いわゆる「ごみ屋敷」問題の解決を図るため、各区

福祉的な視点に重点を置いて支援していきます。

　また、必要な対応を盛り込んだ条例制定に向けた検

討を進めます。

２　ひとり暮らし高齢者「地域で見守り」推進事業

1,061万円

在宅で75歳以上のひとり暮らし高齢者について、本

市が保有する個人情報を民生委員及び地域包括支援セ

ンターへ提供し、相談支援や地域における見守り活動

等につなげます。

３　地域の見守りネットワーク構築支援事業 【中期】

1,600万円

　地域の見守り体制を構築するため、地域主体の見守

り活動の活動費を助成するとともに、継続的な支援が

必要な地区に対して、活動費と拠点の取組に要する費

用を助成します。あわせて、モデル事業として、要援

護者が多く共助が困難な地区等を対象に、個別訪問に

よる実態把握や相談支援を実施するとともに、必要な

支援策の検討を行います。

に「対策連絡会議」を設置し、当事者に寄り添い、

3,271万円

3,266万円

だれにもやさしい
福祉のまちづくり
推 進 事 業

－県

国 －

本 年 度

前 年 度

４

差 引

3,368万円

△97万円

５万円

本
年
度
の
財
源
内
訳 市　費

その他

５

本 年 度 3,061万円

地域の見守り事業

前 年 度 4,180万円

2,212万円

差 引 △1,119万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 847万円

県 －

その他 ２万円

市　費
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Ⅱ　高齢者保健福祉の推進

　１ 介護保険給付（12ページ：６番）2,481億7,241万円

　２ 地域支援事業（13～15ページ）129億8,390万円

　３ その他事務費 68億829万円

　４ 介護保険外サービス（16ページ：10番）10億4,908万円

　５ 低所得者の利用者負担助成事業（18ページ：13番）１億344万円

介護保険制度関連事業の概要

一
　
般
　
会
　
計

 ・認知症支援事業
 ・ねたきり高齢者等日常生活用具（あんしん電話）貸与事業
 ・中途障害者支援事業
 ・医療対応促進助成事業
 ・外出支援サービス事業
 ・高齢者等住環境整備事業　ほか

 ・社会福祉法人による利用者負担軽減【一般会計】
 ・介護サービス自己負担助成【特別会計（再掲）】

介
　
護
　
保
　
険
　
事
　
業
　
費
　
会
　
計

 介護予防・日常生活支援
 総合事業 　 69億8,584万円
（13ページ：７番）

・地域づくり型介護予防事業
・訪問支援事業
・よこはまシニアボランティアポ
　イント事業
 （よこはま健康スタイル推進事業）

・介護予防・生活支援サービス事業

 包括的支援事業
 　　　　　　50億2,850万円
（14ページ：８番）

・地域包括支援センター運営費
・ケアマネジメント推進事業
・認知症初期集中支援等推進事業
・生活支援体制整備事業
・地域ケア会議推進事業
・在宅医療連携推進事業
（医療局予算：３億5,838万円）

任意事業
 　　　　　　　　 ９億6,956万円
（15ページ：９番）

・介護給付費適正化事業
・介護相談員派遣事業
・ねたきり高齢者等日常生活用具（紙お
　むつ）給付事業
・高齢者用市営住宅等生活援助員派遣事業

・民間活力による高齢者見守り推進事業
・成年後見制度利用支援事業
・介護サービス自己負担助成費
・地域で支える介護者支援事業
 （認知症支援事業及び在宅高齢者虐待防止
  事業）

 ・職員人件費　 ・保険運営費　 ・計画策定・管理費　 ・要介護認定等事務費　等

※上記１介護保険給付における「介護

予防訪問介護・介護予防通所介護」

が介護予防・生活支援サービス事業

に順次移行

在宅（居宅）サービス 1,338億7,039万円
・訪問介護

・訪問入浴介護

・訪問看護

・訪問リハビリテーション

・居宅療養管理指導

・通所介護

・通所リハビリテーション

・短期入所生活介護

・短期入所療養介護

・特定施設入居者生活介護

・福祉用具貸与

・特定福祉用具販売

・住宅改修

・介護予防訪問介護（※）

・介護予防訪問入浴介護

・介護予防訪問看護

・介護予防訪問リハビリテーション

・介護予防居宅療養管理指導

・介護予防通所介護（※）

・介護予防通所リハビリテーション

・介護予防短期入所生活介護

・介護予防短期入所療養介護

・介護予防特定施設入居者生活介護

・介護予防福祉用具貸与

・特定介護予防福祉用具販売

・介護予防住宅改修

地域密着型サービス 270億413万円
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

・夜間対応型訪問介護

・認知症対応型通所介護

・小規模多機能型居宅介護

・認知症対応型共同生活介護

（認知症高齢者グループホーム）

・地域密着型特定施設入居者生活介護

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

(小規模特別養護老人ホーム）

・看護小規模多機能型居宅介護

・介護予防認知症対応型通所介護

・介護予防小規模多機能型居宅介護

・介護予防認知症対応型共同生活介護

施設サービス（介護保険３施設） 727億5,926万円
・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設

その他 145億3,863万円
・高額介護(予防)サービス費

・高額医療合算介護(予防)サービス費

・特定入所者介護（予防）サービス費

予防給付 ＜要支援者対象＞
（再掲）64億258万円

※介護予防訪問介護・介護予防通所介護は、下記２地域

支援事業における「介護予防・日常生活支援総合事業」

の介護予防・生活支援サービス事業に順次移行
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１　地域包括ケアシステム構築の目的

２　28年度重点取組事項　85億441万円 （医療局予算　３億6,789万円含む）

①　横浜市地域包括ケア推進指針（仮称）の策定 500万円
〈拡充〉 ・計画策定管理費の一部（指針策定）[介護保険事業費会計：総務管理費]

②　地域包括支援センターの機能強化 ４億2,744万円
〈拡充〉 ・地域包括支援センター運営費の一部（人員加算）[介護保険事業費会計：包括的支援事業] （14ページ：８番）

③　生活支援・介護予防サービスの充実・強化 75億9,702万円
〈拡充〉 ・介護予防・生活支援サービス事業[介護保険事業費会計：介護予防・日常生活支援総合事業]（13ページ：７番） 66億9,380万円

〈拡充〉 ・生活支援体制整備事業[介護保険事業費会計：包括的支援事業]（14ページ：８番） ９億322万円

④　認知症施策の推進 １億497万円
〈拡充〉 ・認知症初期集中支援等推進事業[介護保険事業費会計：包括的支援事業]（14ページ：８番） 4,183万円

・地域で支える介護者支援事業[介護保険事業費会計：任意事業]　（15ページ：９番） 679万円

・認知症支援事業[一般会計]（16ページ：10番） 5,635万円

⑤　地域ケア会議 209万円
・地域ケア会議推進事業[介護保険事業費会計：包括的支援事業]（14ページ：８番）

⑥　在宅医療・介護連携の推進　（医療局予算） ３億6,789万円
〈拡充〉 ・在宅医療連携推進事業[介護保険事業費会計：包括的支援事業] ３億5,838万円

〈拡充〉 ・在宅医療推進事業[一般会計] 951万円

内訳

○介護保険事業費会計：84億3,855万円（再掲）

（総務管理費 500万円・介護予防・日常生活支援総合事業 66億9,380万円・包括的支援事業 17億3,296万円・任意事業 679万円）

○一般会計：6,586万円

地域包括ケアシステムの構築

団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、重度な要介護状態となっても高齢者が住み慣れた地
域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・生活支援等が一体
的に提供される『地域包括ケアシステム』を構築

●地域包括ケアシステム全体像：28年度重点取組事項の位置付け

地域ケアプラザ（地域包括支援センター）
相談業務やサービスのコーディネート

②地域包括支援センターの機能強化
資源開発や施策形成のためのツール

⑤地域ケア会議

①横浜市地域包括ケア推進指針（仮称）の策定

医

療

生
活
支
援

介

護

介
護
予
防

住み慣れた住まい

③生活支援・介護予防サービスの充実・強化
・介護予防・生活支援サービス事業

・生活支援体制整備事業（生活支援コーディネーターの配置、協議体の設置）

⑥在宅医療・介護連携の推進（医療局予算）

④認知症施策の推進
・認知症初期集中支援等推進事業

・地域で支える介護者支援事業

・認知症支援事業
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事業内容

　介護保険法、第６期介護保険事業計画等に基づき、被

保険者の資格管理、保険料の徴収、要介護認定、保険給

 付等を行います。　

また、地域包括ケアシステムを構築するため、横浜市
地域包括ケア推進指針（仮称）を策定します。

さらに、介護保険事業者に対する実地指導の委託事業

を拡充し、指導監査体制の強化を図ります。

１　被保険者

（１）第１号被保険者（65歳以上） 約88万人

（２）第２号被保険者（40～64歳） 約129万５千人

２　要介護認定
　介護認定審査会の審査判定に基づき、各区で要介護

認定を実施します。

要介護認定者数 約15万７千人

３　保険給付

　保険給付費 2,481億7,241万円

（１）在宅介護サービス給付費 1,338億7,039万円

（２）地域密着型サービス給付費 270億413万円

（３）施設介護サービス給付費 727億5,926万円

（４）高額介護サービス費等 145億3,863万円

４　介護保険料（第１号被保険者）

（１）保険料基準額

<月額換算> 5,990円（27～29年度）

（２）保険料軽減措置

ア　低所得者の保険料軽減

イ　低所得者減免

ウ　住宅譲渡所得減免

（３）段階別保険料

※消費税による公費を投入する軽減措置前の保険料割合、保険料年額（月額）

６
介 護 保 険 事 業

(介護保険事業費会計)

本 年 度 2,679億6,460万円

前 年 度 2,540億9,921万円

差 引 138億6,539万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 555億2,506万円

県 379億4,212万円

第１号
保険料

629億8,292万円

第２号
保険料

713億6,086万円

その他 ９億4,435万円

市　費 392億929万円

保険料年額（月額）

第１段階
0.40

生活保護受給者・老齢福祉年金受給者・中国残留邦人等支援給付対象者
28,750円（月2,390円）

（※0.45） 【※32,340円(月2,690円)】

段階 割合 対　象　者

第２段階
0.40

本人、世帯とも
市民税非課税者

（うち本人年金80万円以下等の者）
28,750円（月2,390円）

（※0.45） 【※32,340円(月2,690円)】

第３段階 0.60 （うち本人年金120万円以下等かつ第２段階を除く者） 43,120円(月3,590円)

第４段階 0.65 （うち第２段階・第３段階を除く者） 46,720円(月3,890円)

第５段階 0.90 本人市民税非課税
世帯市民税課税者

（うち本人年金80万円以下等の者） 64,690円(月5,390円)

第６段階 1.00(基準額) （うち第５段階を除く者） 71,880円(月5,990円)

第７段階 1.10

市民税課税者

（合計所得金額160万円未満の者） 79,060円(月6,580円)

第８段階 1.27 （合計所得金額160万円以上250万円未満の者） 91,280円(月7,600円)

第９段階 1.55 （合計所得金額250万円以上350万円未満の者） 111,410円(月9,280円)

第１０段階 1.69 （合計所得金額350万円以上500万円未満の者） 121,470円(月10,120円)

第11段階 1.96 （合計所得金額500万円以上700万円未満の者） 140,880円(月11,740円)

第１2段階 2.28 （合計所得金額700万円以上1,000万円未満の者） 163,880円(月13,650円)

第１3段階 2.60 （合計所得金額1,000万円以上の者） 186,880円(月15,570円)
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事業内容

28年１月以降順次移行している介護予防･日常生活支援

総合事業（以下「総合事業」）の円滑な運営を行います。

　高齢者が身近な地域において、元気で活動的な生活が

できるよう、全ての高齢者を対象に、健康づくりや介護

予防を進めます。

１　地域づくり型介護予防事業【中期】〈拡充〉

7,340万円

（１）介護予防普及啓発事業

高齢者の健康づくりや介護予防について、リーフ

レット等の配布や講演会の開催を通して普及啓発し

ます。

（２）地域介護予防活動支援事業

研修会等の開催により、地域の介護予防に関する

活動の活性化や人材育成を行います。

（３）元気づくりステーション事業

身近な地域で主体的・継続的に介護予防に取り組

むグループ活動（元気づくりステーション）につい

て、新規立ち上げ等の支援を行います。

（４）地域リハビリテーション活動支援事業〈拡充〉

リハビリテーション専門職を元気づくりステーシ

ョンなどの地域グループや地域ケア会議などに派遣

し、全区で介護予防事業の強化を図ります。

（27年度は２区でモデル実施）

２　訪問支援事業 １億4,810万円

心身の状況等の理由により閉じこもり傾向の方等を

対象に保健師・嘱託看護師が訪問を行うなど、介護予

防や自立に向けた支援を行います。

３　よこはまシニアボランティアポイント事業【中期】 7,054万円

　元気な高齢者が介護施設等でボランティア活動を行うことにより､ポイントがたまり、

ポイントに応じて寄附又は換金することができる制度です。これにより、高齢者の介護

予防や社会参加を通じた生きがいづくりを促進します。

　対象となる活動は、介護施設、地域ケアプラザ、子育て支援施設、病院及び障害者支

援施設でのボランティア活動です。

（28年度末見込み：登録者数 13,500人　受入か所数 507か所）

４　介護予防・生活支援サービス事業〈拡充〉 66億9,380万円

28年１月以降に介護保険の認定更新等により要支援認定を受けた方等が利用する訪問

介護・通所介護を総合事業の介護予防・生活支援サービス事業として提供します。

　まず、28年１月から予防給付相当の訪問介護・通所介護のサービス等を実施してお

り、ついで28年10月からは、訪問型の「緩和した基準によるサービス」を開始します。

さらに、29年４月の本格実施に向け、ＮＰＯやボランティアなどによるその他の多様な

サービスの導入について検討します。

差 引 59億6,746万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 15億2,565万円

県 ８億3,729万円

第１号
保険料

16億1,778万円

第２号
保険料

18億7,258万円

その他 89万円

市　費 11億3,165万円

７

〔 地 域 支 援 事 業 〕

介護予防・日常生活
支 援 総 合 事 業
(介護保険事業費会計)

※６「介護保険事業」の再掲

本 年 度 69億8,584万円

前 年 度 10億1,838万円
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事業内容
  住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることがで

きるよう、介護予防ケアマネジメントをはじめ、福祉保

健サービス等の総合的な利用の相談・調整等を行う「地

域包括支援センター」の設置、運営を行います。

　また、生活支援サービスを担う事業主体と連携しなが

ら、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢
者の社会参加の推進を一体的に図ります。

１　地域包括支援センター運営費【中期】〈拡充〉

37億1,683万円
　地域包括支援センターの機能強化を図るため、圏域

高齢者人口が６千人以上の地域包括支援センターにお

ける人件費加算の基準を見直し、職員を増員します。

（28年度末設置数：139か所）

[ 地域包括支援センターの主な機能 ]
（１）総合相談・支援、権利擁護

（２）包括的・継続的ケアマネジメント支援

（３）介護予防ケアマネジメント

２　ケアマネジメント推進事業 615万円

ケアマネジャーや地域包括支援センター職員に対し

て、研修等の支援を行うことにより、ケアマネジメン
医療局予算　３億5,838万円含む トの質の確保、向上を図ります。

３　認知症初期集中支援等推進事業【中期】〈拡充〉 4,183万円

認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を新たに４チー

ム設置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を強化します。

医療や介護等の複数の専門職から構成されるチームが、認知症の人や家族に対する初

期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活へのサポートを行います。
（28年度末設置数：６チーム）

４　生活支援体制整備事業〈拡充〉 ９億322万円

生活支援コーディネーター（仮称）や協議体の設置を通じ、生活支援・介護予防の充

実した地域づくりを支援する体制を整備します。

（１）生活支援コーディネーターの配置〈新規〉

　生活支援コーディネーターを各区社会福祉協議会及び地域ケアプラザ等へ配置し、

生活支援の担い手の養成・発掘や新たな活動の創出などを進めます。

（２）協議体の設置〈新規〉

　生活支援・介護予防サービスの提供主体等（例：ＮＰＯ、地縁組織、民間企業等）

の定期的な情報共有及び連携強化の場として、協議体を設置します。

５　地域ケア会議推進事業 209万円

高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備を同時に進める、地

域ケア会議を効果的に実施するため、研修等を行います。

８

〔 地 域 支 援 事 業 〕

包 括 的 支 援 事 業
(介護保険事業費会計)

※６「介護保険事業」の再掲

本 年 度 50億2,850万円

前 年 度 36億5,940万円

差 引 13億6,910万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 19億6,111万円

県 ９億8,055万円

第１号
保険料等

11億628万円

市　費 ９億8,056万円
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事業内容

　高齢者の在宅生活を支援するため、生活援助員の派遣

による生活相談や紙おむつの給付等、地域の実情に応じ

た必要な支援を行います。

あわせて給付費不適正請求の防止等に取り組みます。

１　介護給付費適正化事業 3,656万円

　　給付実績をチェックするとともに事業者指導を強化

　し、不適正請求を防止します。また、給付費通知を送

付し、介護サービスの適正な利用を呼びかけるととも

に架空請求等不適正な請求の発見・抑制を図ります。

２　介護相談員派遣事業 1,932万円

利用者の生活の場である認知症高齢者グループホー

　ムや特別養護老人ホーム、介護老人保健施設に介護相

談員を派遣し、相談活動を通じて利用者と施設の橋渡

しを行うことによりサービスの質の向上を図ります。

３　ねたきり高齢者等日常生活用具(紙おむつ)給付事業

２億9,340万円

介護保険の要介護者に該当し、ねたきり又は認知症

の状態にある市民税非課税世帯の方を対象に、紙おむ

つを給付します。

　

４　高齢者用市営住宅等生活援助員派遣事業〈拡充〉 ３億6,892万円

高齢者用市営住宅等に生活援助員を派遣し、生活相談、安否確認、緊急時対応等を行

います。また、高齢化率が高く、福祉的対応が必要な方が多く暮らす市営ひかりが丘住

宅に生活援助員を派遣するとともに、自助・共助の強化に向けた取組を推進します。

５　民間活力による高齢者見守り推進事業 8,257万円

ひとり暮らしの中重度要介護者等に対し、訪問による食事の提供と安否確認を行い、

自立した在宅生活を送ることができるよう支援します。また、生活支援サービスを行う

民間事業者との協働事業による高齢者の見守りを行います。

６　成年後見制度利用支援事業〈再掲〉 7,530万円

 制度利用のための申立て費用や後見人等への報酬の負担が困難な場合に、その費用を

助成します。申立て費用については、区長が申立てを行った人のみが対象です。

７　介護サービス自己負担助成費 8,670万円

低所得で介護サービスの利用料負担が困難な方に対して、特定の介護サービスを利用

する際の利用料や施設居住費等の一部を助成します。

８　地域で支える介護者支援事業 679万円

　認知症高齢者等を介護する家族の介護負担を軽減するため、介護者のつどい等の介護

者支援を行うとともに、認知症への理解や高齢者虐待防止を進めるための普及啓発を行

います。また、認知症高齢者等の見守りや高齢者虐待防止・早期発見のため、関係機関

の連携支援体制を構築します。

〔 地 域 支 援 事 業 〕

任 意 事 業
(介護保険事業費会計)

※６「介護保険事業」の再掲

１億7,597万円県

国 ３億5,194万円

本 年 度

前 年 度

９

差 引

10億9,398万円

△１億2,442万円

本
年
度
の
財
源
内
訳 市　費

第１号
保険料等

９億6,956万円

２億3,759万円

２億406万円

－15－



事業内容

　介護保険外の事業として、在宅の要援護高齢者等を対

象に必要なサービスを提供します。

１　認知症支援事業 【中期】 5,635万円

（１）認知症に関する保健福祉相談

　　　　保健福祉相談の実施や認知症コールセンターの運

　　　営、緊急一時入院の実施など、認知症高齢者及び家

　　　族等への支援を行います。

（２）認知症医療体制の充実

　　　　市大附属病院等に設置されている認知症疾患医療

 　 　センターを中心に認知症医療体制の充実を図るとと

　　　もに医療と介護の連携を推進します。

（３）認知症サポーターキャラバン事業

　　　　認知症に関する正しい知識を持ち、地域や職域に

　　　おいて認知症の人や家族を支援する認知症サポータ

　　　ーの養成、認知症サポーター養成講座の講師役とな

　　　る認知症キャラバン・メイトの養成等を行う認知症

　　　サポーターキャラバン事業を実施します。

２　ねたきり高齢者等日常生活用具（あんしん電話）

　　貸与事業 2,354万円

　　ひとり暮らしの高齢者等を対象に、あんしん電話

 （緊急通報装置）を貸与し、急な体調の悪化等の緊急

　事態が発生した場合に、すぐに近隣の方や救急に連絡

　が取れるようにします。

３　中途障害者支援事業 ４億706万円

　　　脳血管疾患の後遺症等により心身機能が低下している中途障害者に対し、自立促進、

　　生活の質の向上及び社会参加の促進を図るため、リハビリ教室、生活訓練及び地域交流

　　等を行う「中途障害者地域活動センター」に対して運営費を補助します。また、中途障

　　害者地域活動センターの利用を支援するため、関係機関との連絡会・研修会を実施する

　　とともに、中途障害者への理解を深めるための普及啓発を行います。

４　医療対応促進助成事業 【中期】 ３億908万円

　　　特別養護老人ホーム及び短期入所生活介護（ショートステイ）を運営する社会福祉法

　　人のうち、医療依存度の高い利用者に継続したサービスを提供するものに対し、運営支

　　援として助成を行います。

５　外出支援サービス事業 6,478万円

　　　公共交通機関を利用しての外出が困難な在宅高齢者等に対し、専用車両等により利用

　　者の居宅から医療機関、福祉施設等までの間を送迎することにより、在宅での生活を支

　　援します。

６　高齢者等住環境整備事業等 １億8,827万円

　要介護・要支援認定を受けた在宅高齢者等に対し、医療・介護・建築等の専門職が、

生活動作・介護方法・家屋環境の改善を助言するとともに、助言に基づいて実施される

工事費用の一部を助成し、健康で安全な在宅生活の継続を支援します。

本 年 度 10億4,908万円

10
介 護 保 険 外
サ ー ビ ス

前 年 度 11億501万円

差 引 △5,593万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 5,607万円

県 1,784万円

市　費 ９億7,516万円

その他 １万円
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事業内容

　高齢者が健康でいきいきと生きがいを持って活躍でき

るよう、社会参加促進事業を進めます。

１　敬老特別乗車証交付事業 108億2,170万円

　高齢者の社会参加を支援するため、70歳以上の市民

で希望される方に敬老特別乗車証を交付します。

 （予定交付者数：約37万人）

２　老人クラブ助成事業【中期】 ２億9,862万円

　新規老人クラブ設立の推進、活動の活性化を図るた

め、会員数に応じた助成を行います。

（クラブ数：1,740クラブ　会員数：119,500人）

３　高齢者のための優待施設利用促進事業 2,148万円

　65歳以上の高齢者が充実した生活を送ることができ

るよう、「濱ともカード」が利用できる新たな協賛施

設・店舗の拡充を図ります。（協賛店数：2,450店舗）

４　いきいきシニア地域貢献モデル事業【中期】

1,928万円

地域社会で高齢者が活躍できる仕組みづくりに向け

たモデル事業を金沢区で継続し、その結果を踏まえて

29年度以降の事業展開につなげていきます。

５　全国健康福祉祭参加事業等 4,019万円

　人生の年輪を重ね、豊かな知識と経験を積んだ高齢

者の健康維持・増進等を図るため、大会に参加し、交

流の輪を広げ、長寿社会づくりに貢献します。

事業内容

　福祉人材不足解消のため、新たな従事者の確保や就業

支援を行います。

１　福祉人材の就業支援【中期】〈拡充〉 445万円

（１）介護職場への就業支援事業〈拡充〉

外国籍市民等向けの福祉施設への就職相談会や、

研修を実施し、就業者の増加を図ります。

また、介護人材の確保を目的とした就業セミナー

等を実施する実施主体に対して補助金を交付し、介

護職員の就業促進及び定着を図ります。

（２）将来の介護人材育成確保事業

市内高校生向けの介護施設等でのインターンシッ

プを実施します。

２　チャレンジ介護人材創出事業〈新規〉【基金】

800万円

市内介護事業所等での就業機会の確保及び介護資格

取得支援を委託により実施し、雇用創出を図ります。

３　海外からの介護福祉人材就労支援事業 3,941万円

経済連携協定に基づき来日した介護福祉士候補者の

就労・研修に対する助成や環境整備を通じて、国家資

格取得支援を行います。
4,386万円

差 引 △ 6,362万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 －

県 －

その他 800万円

市　費

12 福祉人材確保事業

本 年 度 5,186万円

前 年 度 １億1,548万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 １億2,384万円

県 －

その他 18億4,737万円

市　費 92億3,006万円

本 年 度 112億127万円

前 年 度 111億7,290万円

差 引 2,837万円

11
高 齢 者 の
社 会 参 加 促 進
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事業内容

　介護保険サービス等の利用にあたり、低所得で利用料

負担が困難な方に助成を行います。

１　社会福祉法人による利用者負担軽減　 1,674万円
　社会福祉法人が、低所得で特別養護老人ホーム等の

利用料の負担が困難な方に対し、利用料を軽減した場

合、法人が負担した金額の一部を助成します。

　助成予定対象者数 764人

２　介護サービス自己負担助成〈再掲〉 8,670万円

　所得や資産等が一定の基準に該当する方に対して、

在宅サービスやグループホームを利用する際の利用者

負担、グループホームの家賃等及び特別養護老人ホー

ム等のユニット型個室の居住費について、利用者負担

の一部を助成します。
　助成の種類及び助成予定対象者数

（１）在宅サービス助成 1,500人
（２）グループホーム助成 90人
（３）施設居住費助成 50人

事業内容

高齢者が要介護状態となっても、可能な限り住み慣れ

た地域で生活を続けることができるように、地域密着型

サービス事業所の整備等を進めます。

１　地域密着型サービス事業所運営推進事業【中期】

事業者の質の確保及び向上を図るための運営支援

1,120万円

２　地域密着型サービス事業所補助事業【中期】

２億975万円

（１）開設経費補助 25か所

（２）看護小規模多機能型居宅介護事業所転換推進費補

助 ４か所

３　小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機

能型居宅介護事業所整備事業【中期】５億1,218万円

（１）小規模多機能型居宅介護事業所整備費補助

14か所

（２）看護小規模多機能型居宅介護事業所整備費補助　

２か所

４　認知症高齢者グループホーム整備及び消防用設備設

置等事業 ３億348万円

（１）認知症高齢者グループホーム整備費補助 ６か所

（２）消防用設備設置費等補助 57か所
－

市　費 1,147万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 １億1,139万円

県 ９億1,375万円

その他

差 引 △１億8,596万円

本 年 度 10億3,661万円

前 年 度

14
地域密着型サービス
推 進 事 業

12億2,257万円

1,748万円

第１号
保険料

556万円

市　費 7,054万円

差 引 △515万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 986万円

県

13
低所得者の利用者
負 担 助 成 事 業

本 年 度 １億344万円

前 年 度 １億859万円
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事業内容

　高齢者福祉の充実を図るため、必要な施設等の整備及

び情報提供を行います。

１　特別養護老人ホーム整備事業【中期】〈拡充〉

12億2,267万円

　要介護３以上の方が概ね12か月以内に入所できるよ

う、施設整備に対する助成を行い、新たに国有地を活

用し、整備促進を図ります。あわせて、特別養護老人

ホームに併設されたショートステイの一部を本入所に

転換することで、定員数の確保を図ります。

　また、老朽化した従来型特別養護老人ホームの長寿

命化を図るため、施設の大規模修繕費の一部補助を新

たに実施します。

２　養護老人ホーム整備事業 ４億24万円

　  老朽化等の課題に対応するため、公立ホーム（恵風ホーム）の代替施設として、民

　設民営による新名瀬ホーム（仮称）の整備を進めます。

３　高齢者施設・住まいの相談センター運営事業【中期】〈拡充〉 1,971万円

　特別養護老人ホームの入所申込の一括受付や高齢者の施設・住まいに関するサービス

情報を一元的に集約し、個別相談・情報提供を行う「高齢者施設・住まいの相談センタ

ー」に対し、運営費を補助します。

　また、入所申込者の現在の状況を把握するための調査を行い、その方々に電話等によ

るアプローチを行う「施設のコンシェルジュ」を同センターに配置することにより、

個々の高齢者の状況に応じたサービスの選択を支援します。

４　高齢者の住まい・生活支援事業【中期】〈拡充〉 855万円

　　高齢者が介護を必要とするようになっても子育て世代などとともに地域で安心して住

み続けられるよう、生活支援機能など必要な機能を備えた「よこはま多世代・地域交流

型住宅」を民設民営で整備します。

　28年度は、民有地を活用した事業について認定を行う「よこはま多世代・地域交流型

 住宅認定制度」の運用を開始します。

５　特別養護老人ホーム等開設準備経費補助事業等 ２億62万円

　特別養護老人ホーム等の開設に向けた体制整備の支援や有料老人ホーム消防設備設置

等に係る経費の一部補助を行います。

前 年 度 29億6,682万円

15
施 設 や 住 ま い の
整 備 等 の 推 進

本 年 度 18億5,179万円

差 引 △11億1,503万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 6,388万円

県 １億3,662万円

市　費 16億1,174万円

その他 3,955万円

 整備数累計  28年度末 15,164床

継
続

新
規

40

特養建設費補助　５か所　520床 520 80

20
し
ゅ
ん
工
予
定

（鶴見区下野谷町）

　羽沢の家二番館
　さくら会

（神奈川区羽沢町）

　太陽の家羽沢
ユーアイ二十一 110 10

（神奈川区羽沢町）

100

３か所　300床 300

90 10

H28 ニューバードししがや

H29 しょうじゅの里鶴見小野
　兼愛会

　近代老人福祉協会

○
（港南区笹下）

２か所　220床 220 40

80

施設名（仮称）
（建設地）

建設運営法人 定員

（社会福祉法人） 特養 ｼｮｰﾄ ﾃﾞｲ

20
し
ゅ

ん
工
予
定

（鶴見区獅子ケ谷）

　笹の風
　寿楽園 140 20

※名瀬ホームは27年度末に廃止し、入所者は新設された野庭風の丘へ移転しました。

定員 　H28年度事業スケジュール

　新名瀬ホーム
（戸塚区名瀬町）

朋光会 120
　解体工事(現名瀬ホーム)、
　基本設計・地質調査

建設運営法人
（社会福祉法人）

開所予定

30年度

施設名（仮称）
（建設地）
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Ⅲ　障害者施策の推進

１　障害者総合支援法に関する主な事業

障害者地域活動ホーム
運営事業

障害児・者の地域での生活を支援する拠点として「障害者地域活動ホーム」を設置するとともに、事業
委託及び運営費助成を行います。【事業概要16】

精神障害者生活支援セ
ンター運営事業

精神障害者の社会復帰、自立及び社会参加の促進を図るため、日常生活の支援、相談、地域における交
流活動の促進等を行う施設の運営を行います。【事業概要16】

地域活動支援センター
（障害者地域作業所型・
精神障害者地域作業所型）

障害者が地域の中で創作活動や生産的活動、社会との交流などを行う地域活動支援センター(障害者地域
作業所型等)に対して助成を行います。【事業概要16】

障害者自立生活アシス
タント事業

地域で生活する単身等の障害者に対し、地域活動ホーム、生活支援センター等に配置した専任の支援職
員による支援を行い、地域生活の継続を図ります。【事業概要16】

居宅介護事業
身体介護や家事援助、移動介護等を必要とする障害児・者が、ホームヘルプサービスやガイドヘルプ
サービスを利用して、在宅生活を送れるように支援します。【事業概要16・21】

障害者グループホーム
設置運営等事業

日々の生活の場であるグループホームにおいて、障害者が世話人（職員）から必要な支援を受けながら
地域で自立した生活を送れるように支援します。【事業概要18】

障害者相談支援事業
計画相談の対象範囲を広げるとともに、障害者地域活動ホーム等に配置された専任職員が、障害者が地
域で自立して暮らすために生活全般にわたる相談に対応します。【事業概要19】

生活援護事業（補装
具・日常生活用具）

身体障害児・者の身体機能を補う用具、日常生活の便宜を図るための各種用具の給付等を行います。

重度障害者入浴サービ
ス事業

在宅での入浴が困難な重度障害者に、施設入浴及び訪問入浴を行うことで、入浴の機会を提供します。

精神障害者医療費公費
負担事業

精神障害者の適正な医療を普及するため通院医療費の一部を公費負担するほか、措置入院に要する費用
を公費負担します。

障害者支援施設等自立
支援給付費

　施設に入所又は通所している障害者が障害福祉サービス等を利用することで、日常生活の自立に向け
た支援を受けたり、就労に向けた訓練を行います。【事業概要17】

障害児・者短期入所事
業

疾病等により家族が介助できない場合や疲労回復を図る場合に、障害児・者が施設等を利用することで
在宅生活を支援します。

２　その他の事業

発達障害者支援体制整
備事業

発達障害児・者について、ライフステージに対応する支援体制を整備し、発達障害児・者の福祉の向上
を図ります。【事業概要19】

障害者就労支援事業
障害者の就労支援を行う就労支援センターの運営費の助成を行います。また、障害者の就労の場の拡大
等の事業を行います。【事業概要22】

重度障害者医療費助成
事業

重度障害者に対し、医療費にかかる保険診療の自己負担分を助成します。【事業概要25】

こころの健康対策
区局による自殺対策を充実し、関係機関や庁内関係部署との連携による総合的な自殺対策に取り組みま
す。また、依存症対策として、普及啓発や治療・回復プログラムの検討等を行います。【事業概要26】

精神科救急医療対策事
業等

神奈川県、川崎市、相模原市との協調体制のもと、受入協力医療機関の空床確保に必要な助成等を行い
ます。【事業概要27】

自立生活移行支援助成
事業

障害者の地域生活、就労への移行等のために必要な支援をする事業所に事業経費を助成します。

～障害福祉主要事業の概要～

介
護
給
付
・
訓
練
等
給
付
・
地
域
生
活
支
援
事
業
等

そ
の
他
の
事
業
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事業内容

在宅生活を支える地域の拠点を運営するとともに、
本人の生活力を引き出す支援の充実を図ることで、障

害者が地域で自立した生活を送れるよう、各事業を推

進していきます。（ と表記している事業は、

「将来にわたるあんしん施策」を含む事業です。）

１　後見的支援推進事業 【中期】〈拡充〉

５億836万円

　障害のある方が安心して暮らせるように、地域生
活を見守る仕組みを、地域を良く知る社会福祉法人

等と共に作っていきます。 (新規２区　累計18区)

２　多機能型拠点運営事業 １億2,211万円

　重症心身障害児・者など、常に医療的ケアが必要

な人の地域での暮らしを支援するため、訪問看護サ

ービスや短期入所などを一体的に提供できる拠点を

２か所運営します。

３　障害者地域活動ホーム運営事業 53億5,260万円

　障害児・者の地域での生活を支援する拠点施設と

して生活支援事業や日中活動事業を行う「障害者地

域活動ホーム」に、運営費助成等を行います。

（社会福祉法人型：18か所、機能強化型：23か所）

４  精神障害者生活支援センター運営事業〈拡充〉 ８億9,781万円

　精神障害者の社会復帰、自立等を図るため、日常生活の支援、相談、地域における

交流活動の促進等を行う生活支援センターの運営費を助成します。（18区）

　また、統合失調症を始めとする入院患者の地域生活への移行に向けた支援や地域生

活を継続することを目的とした「精神障害者地域移行・地域定着支援事業」をより

一層進めます。（新規２区　累計11区）

５　地域活動支援センターの運営 37億2,163万円

　在宅の障害者に通所による活動の機会を提供し、社会との交流を促進する施設に対し

て、その運営費を助成します。

（１）地域活動支援センター（障害者地域作業所型） 年度末見込み：98か所

（２）地域活動支援センター（精神障害者地域作業所型） 年度末見込み：68か所

　　　地域活動支援センター　→　障害福祉サービス事業所　計10か所移行予定
  　　（17　障害者支援施設等自立支援給付費　参照）

６　障害者自立生活アシスタント事業〈拡充〉 ３億880万円

　地域で生活する単身等の障害者に対し専任の支援職員（自立生活アシスタント）に

よる支援を行い、地域生活の継続を図ります。

なお、28年度は、全18区で実施します。 （新規１か所　累計40か所）

７　障害者ホームヘルプ事業 99億7,958万円

（１）身体介護や家事援助等を必要とする障害児・者及び移動に著しい困難を有する視

覚障害、知的障害、精神障害児・者に対し、ホームヘルプサービスを提供します。

（２）総利用時間見込 246万6,768時間

８　障害種別に応じた物資の備蓄〈新規〉【基金】 86万円

  自宅の被災等の非常時に備え、個人用ストマ用装具を市内施設に保管出来る仕組み
を構築します。

市　費 116億5,065万円

16
障 害 者 の

地 域 生 活 支 援

本 年 度 208億9,175万円

前 年 度

61億5,798万円

209億8,720万円

国

413万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

差 引 △9,545万円

県 30億7,899万円

その他

あんしん

あんしん

あんしん

あんしん

あんしん

あんしん
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事業内容

　障害者総合支援法に基づき、施設に入所又は通所して

いる障害者に対し、日常生活の自立に向けた支援や就労

に向けた訓練等の障害福祉サービスを提供します。

１　利用者数見込

　　延べ11,194人 （月平均）

２　主な障害福祉サービス

（１）施設入所支援

施設に入所している人に対し、夜間や休日に、入

　　浴・排泄・食事の介護等を提供

（２）生活介護

施設に入所又は通所している人に対し、日中に、

　　食事や入浴・排泄等の介護や日常生活上の支援、創

　　作的活動・生産活動の機会等を提供

（３）就労移行支援

一般就労への移行に向けて、事業所内や企業にお

　　ける作業や実習、適正に応じた職場の開拓、就労後

　　の職場定着のための支援等を提供

（４）就労継続支援

就労や生産活動の機会や、一般就労に向けた支援

　　を提供

地域活動支援センター　→　障害福祉サービス事業所
計10か所移行予定（16　障害者の地域生活支援　参照）

事業内容

１　設置費補助 ２億550万円

障害者プラン等に基づくグループホームの新設、

老朽化等による移転等にかかる費用を助成します。

新設　47か所、移転　８か所

(うち新設７か所は障害児施設18歳以上入所者移行相当分)

２　運営費補助等 122億3,208万円

グループホームにおける家賃、人件費等の一部を

補助することで、運営、支援の強化等を図ります。

735か所（Ａ型7、Ｂ型728） うち新設　47か所

３　スプリンクラー設置費補助 ５億4,924万円

平成27年４月から義務化された、スプリンクラー

の設置にかかる費用を助成します。

(新設・移転ホーム分：23か所、既設ホーム分：127か所)

４　高齢化・重度化対応事業 5,693万円

　医療的ケア等が必要となる入居者に対応するため、

看護師等を配置する高齢化対応グループホームモデル

事業及び重度化対応グループホーム事業を継続実施し

ます。

　既存ホームのバリアフリー改修に助成を行います。

５　地域生活への移行に向けた取組〈拡充〉 397万円

  グループホームなど、地域生活への移行を推進する

ため、障害者支援施設等職員への研修や精神障害者等

へのアンケート調査を新たに実施します。
56億1,254万円

差 引 14億1,344万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 50億7,979万円

県 23億5,539万円

その他 ―

市　費

130億4,772万円

18
障害者グループホーム

設 置 運 営 等 事 業

本 年 度

前 年 度 116億3,428万円

17
障害者支援施設等

自 立 支 援 給 付 費

本 年 度 233億6,459万円

前 年 度 228億7,822万円

差 引 ４億8,637万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 116億8,003万円

県 58億4,002万円

その他 －

市　費 58億4,454万円

あんしん
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事業内容

１　障害者相談支援事業〈拡充〉

　障害者地域活動ホームに地域における相談支援の

中核的な役割を担う基幹相談支援センター機能を追

加し、計画相談支援事業者に対する訪問による指導

等を行うことにより、相談支援体制を強化します。

（１）障害者地域活動ホーム    　18か所

（２）障害児・者福祉施設等　　　６か所

（３）発達障害者支援センター　　１か所

２　計画相談支援事業

　障害福祉サービスを利用する全ての方を対象とし

て計画相談支援事業者が、障害者本人の希望を踏ま

えたサービス等利用計画を作成し、ケアマネジメン

トによるきめ細かな支援を行います。

３　発達障害者支援体制整備事業〈拡充〉　　

1,174万円

　発達障害者の地域生活を支援するため、地域の支援

機関が抱えている困難事例に対応できるよう、発達障

害者支援センターに地域支援マネジャーを配置し、地

域の相談支援機関等に対する支援機能を強化します。

事業内容

　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障

害者差別解消法）の施行に伴い、差別解消に向けた取組

を推進するとともに、障害の理解を深めるための普及啓

発を行います。

１　相談及び紛争防止等のための調整委員会

の運営〈新規〉　 397万円

　　障害者差別に関する相談に的確に対応し、紛争の防

　止又は解決につながるよう、あっせんの仕組みを設け

　るなどの体制整備を行います。

２　区役所窓口での手話通訳対応の実施〈新規〉　

1,435万円

　　手話通訳者の派遣による配置を、２区でモデル実施

するほか、全区で通信機器を活用した手話通訳を実施

します。

３　障害者差別解消支援地域協議会の設置〈新規〉　

85万円

　　障害者差別解消に関する相談事例の共有や様々な課

　題を協議するため、関係機関等による協議会を設置し

ます。

４　啓発活動〈拡充〉　 695万円

　　障害者差別解消のため、啓発用リーフレットの作成

　等を行うほか、障害の理解を深めるため、各区におい

て区民を対象とした普及啓発を実施します。

19
障 害 者 の

相 談 支 援

６億7,122万円

本 年 度 12億1,517万円

市　費 ５億306万円

前 年 度 ８億5,854万円

５億3,221万円

差 引 ３億5,663万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 ４億7,474万円

県 ２億3,737万円

その他 －

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 619万円

県 310万円

その他 －

市　費 1,683万円

差 引 1,855万円

前 年 度 757万円

20
障害者差別解消・
障 害 理 解 の 推 進

本 年 度 2,612万円

あんしんあんしん
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事業内容

　障害者等の外出を促進するために、各事業を推進して

いきます。

１　移動情報センター運営等事業【中期】〈拡充〉

１億63万円

移動に困難を抱える障害者等からの相談に応じて

情報提供を行うとともに、ガイドボランティア等の

発掘・育成を行うセンターを引き続き運営します。

また、29年度までに市内のどの地域でも移動支援を

効果的に利用できるよう、全区での窓口開設を目指し

順次拡大を図ります。 （新規３区　累計15区）

２　特別乗車券交付事業　

　　市営交通機関、市内を運行する民営バス・金沢シー

　サイドラインを利用できる乗車券を交付します。

    利用者負担額（年額） 1,200円（20歳未満600円）

３　重度障害者タクシー料金助成事業　

４億9,021万円

　  公共交通機関の利用が困難な重度障害児・者に、福

  祉タクシー利用券を交付します。(助成額１枚500円、

交付枚数　年84枚　<１乗車で複数枚使用可>　)

 ※人工透析へ週３回以上通う腎臓機能障害者は年168枚

４　障害者ガイドヘルプ事業　 17億9,929万円

重度の肢体不自由、知的障害、精神障害のある障害児・者等が外出する際に、

ヘルパーが付き添います。また、ガイドヘルパー等の資格取得のための研修受講料の

一部助成などを行います。

５　ガイドボランティア事業　
　　視覚障害や肢体不自由、知的障害、精神障害のある障害児・者が外出する際に、ボラ

　ンティアが付き添います。また、ガイドボランティア養成等の研修を行います。

６　タクシー事業者福祉車両導入促進事業 108万円

　　タクシー事業者がユニバーサルデザインタクシー（福祉車両）を導入する際の費用の

　一部を助成します。

７　ハンディキャブ事業 6,560万円

　　車いすでの乗車が可能なハンディキャブ（リフト付小型車両）の運行サービス、車両

　の貸出及び運転ボランティアの紹介を行います。（運行車両６台・貸出車両２台）

８　障害者施設等通所者交通費助成事業〈拡充〉 ３億9,366万円

　　施設等への通所者及び介助者へ通所にかかる交通費を助成します｡

なお、電子システムを構築し、効率的で適正な制度運用を行います。

９　自動車運転訓練・改造費助成事業 1,884万円

　中重度障害者が運転免許を取得する費用の一部や、重度障害児・者本人及び介護者が

使用する自動車改造費・購入費の一部を助成します。

25億7,434万円

前 年 度 52億9,369万円

21
障 害 者 の

移 動 支 援

本 年 度 55億1,247万円

差 引 ２億1,878万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 ６億8,878万円

県 ３億4,590万円

その他 6,236万円

市　費 44億1,543万円

6,882万円

あんしん

あんしん

あんしん

あんしん

あんしん

あんしん

あんしん
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事業内容
　障害者と企業の双方を対象とし、障害者の就労機会

の拡大を図ります。

１　障害者就労支援センター事業【中期】

３億522万円

　　障害者の就労・定着支援等を行う障害者就労支援
　センターの運営を行い、就労を希望している障害者

　への継続した支援を関係機関等と連携して行います。

　　また、就労支援センターの職員を対象とした研修

　により、人材育成を進めます。

　　・障害者就労支援センターの運営　９か所

２　障害者共同受注・優先調達推進事業【中期】

2,142万円

　よこはま障害者共同受注総合センターの運営等に

　より、企業等から障害者施設への発注促進や自主製

品の販路拡大などにかかる包括的なコーディネート

を行います。

３　障害者就労啓発事業〈拡充〉 1,907万円

　障害者や企業等を対象に障害者の就労・雇用への

理解を広げるため、研修会等を実施するなどし、啓発

をより一層進めます。

・企業啓発事業<拡充>

セミナー・出前講座の開催、パンフレット作成

事業内容

１　障害者スポーツ・文化活動拠点基本計画

策定事業〈新規〉 500万円

　　　障害者スポーツ・文化活動の裾野を広げる取組の

　　推進にむけて「ウィリング横浜」用途廃止部分を活

　　用した南部方面の活動拠点について基本計画を策定

　　します。

２　ヨコハマ・パラトリエンナーレ準備事業 100万円

　　　平成29年度に開催予定の第２回ヨコハマ・パラト

　　リエンナーレに向けて、障害者の芸術活動を支援す

　　る人材育成事業を実施します。

　　　実施内容

　　　　ワークショップ及び研修会等　　２回

３　障害者スポーツ・文化センター横浜ラポールの

　　管理運営 ９億935万円

　　　障害者スポーツ・文化・レクリエーション振興の

　　中核的な拠点施設として、障害者スポーツ文化セン

　　ターの管理運営、スポーツ振興事業、文化振興事業

　　及び聴覚障害者情報提供施設事業を指定管理により

　　実施します。

指定管理者：（社福）横浜市ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業団

指定管理期間：平成28年４月１日～平成33年３月31日

差 引 626万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 －

県 －

その他 871万円

市　費 ３億3,700万円

９億1,535万円

23
障 害 者 の

ス ポ ー ツ ・ 文 化

22
障 害 者 の

就 労 支 援

本 年 度 ３億4,571万円

前 年 度 ３億3,945万円

本 年 度

前 年 度 ８億6,692万円

８億638万円

差 引 4,843万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 7,688万円

県 3,150万円

その他 59万円

市　費
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事業内容

１　障害者施設整備事業 14億1,855万円

　障害者が地域において自立した日常生活を送るた

め、必要な支援を提供する施設を整備する法人に対

し、引き続き建設費等の助成を行います。

　また、耐震構造に問題があり、老朽化が著しい施

設は、建替え等による整備を行い、入所者等の安全

確保と安定した支援等を行うための施設環境を改善

し、入所者等の地域生活への移行を推進します。

（１）障害者施設整備（建設）　１か所

・多機能型拠点（瀬谷区）

建設…28年度完了予定（29年度開所予定）

（２）障害者施設耐震対策（建設）　２か所

・保土ケ谷区、旭区…28年度完了予定

（３）改修　１か所

大規模修繕（神奈川区）

２　障害者地域活動ホーム整備事業 4,943万円

　社会福祉法人が施設整備のために借り入れた特定資

金の償還に対して補助を行います。

事業内容
１　重度障害者医療費助成事業 105億5,932万円

重度障害者の医療費にかかる保険診療の自己負担分

を助成します。

（１）対象者

　　次のいずれかに該当する方

　ア　身体障害１・２級　

　イ　IQ35以下

　ウ　身体障害３級かつIQ36以上IQ50以下

　エ　精神障害１級（入院を除く）

（２）対象者数見込

　ア　被用者保険加入者 14,389人

　イ　国民健康保険加入者 20,138人

　ウ　後期高齢者医療制度加入者 22,426人

計　56,953人

２　更生医療給付事業 50億9,492万円

　　　身体障害者が障害の軽減や機能回復のための医療を

　　受ける際の医療費の一部を公費負担します。

（１）対象者

　　18歳以上の身体障害者手帳を交付されている方

（２）対象者数見込 1,851人

前 年 度 155億8,326万円

7,098万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 25億4,523万円

その他 20億9,254万円

県 45億4,612万円

市　費 64億7,035万円

市　費

差 引

差 引 4,815万円

県 －

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 3,257万円

その他 18万円

14億3,523万円

25
重 度 障 害 者
医 療 費 助 成 事 業
・ 更 生 医 療 事 業

本 年 度 156億5,424万円

24
障 害 者 施 設

整 備 事 業

本 年 度 14億6,798万円

前 年 度 14億1,983万円 あんしん
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事業内容

１　自殺対策事業【中期】 3,036万円

  　社会問題である自殺への対策として、関係機関や庁

　内関係部署との連携により総合的に推進します。
（１）地域連携

　講演会等での普及啓発を行うとともに、自殺のお

それがある人の早期発見・早期対応の中心的役割を

担う人材(ゲートキーパー)の養成研修等の人材育成

を行います。また、地域特性に合わせた区の取組の

充実や、区局による全庁的な取組を推進します。

（２）地域自殺対策情報センター運営

　　　地域における関係機関の連携推進や人材育成の拠

　　点として、連絡調整会議や研修を開催し、自殺対策

　　の総合的な支援体制の強化を図ります。

（３）自死遺族支援等

　　　電話相談や分かち合いの場（集い）の実施を通し

　　て自死遺族の支援等を行います。

２　依存症対策事業〈新規〉 900万円

　国のアルコール健康障害対策の基本計画の策定を

踏まえ、アルコールやその他の依存症に関する普及

啓発を行うとともに、依存症の治療・回復プログラ

ムについて検討します。

事業内容

１　精神科救急医療対策事業 ２億8,451万円

　　県及び県内他政令市と協調体制のもと、受入協力医

　療機関の体制確保を行い、夜間休日も含め精神科救急

　受入体制を整備します。

（１）精神科救急医療の受入体制

　　　患者家族等からの相談や、精神保健福祉法に基づ

　　く申請・通報・届出に対応する体制を確保します。

（２）精神科救急医療情報窓口

　　　本人、家族及び関係機関からの相談に対し、病状

　　に応じて適切な医療機関を紹介する情報窓口を夜間

　　・深夜・休日に実施します。

（３）精神科身体合併症転院受入病院（全３病院14床）

　　　精神科病院に入院しており、身体疾患の治療が必

　　要となった方の入院治療に対して、適切な医療機関

　　での受入が可能な体制を確保します。

２　精神科救急協力病院保護室整備事業

369万円

　　　整備費の一部を補助することにより、保護室整備を

　　促進し、精神科救急患者の受入状況を改善します。

1,936万円

26 こころの健康対策

本 年 度 3,936万円

前 年 度 3,555万円

差 引 381万円

２億7,391万円

市　費

1,429万円差 引

27
精 神 科 救 急

医 療 対 策 事 業

本 年 度 ２億8,820万円

前 年 度

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 483万円

県 1,512万円

その他 ５万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 4,260万円

県 －

その他 22万円

市　費 ２億4,538万円

あんしんあんしん
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Ⅳ　生活基盤の安定と自立の支援
事業内容

　本市におけるセーフティネット施策を充実させるため

　に、生活保護における自立支援の取組及び、生活困窮者

　自立支援制度をさらに拡充し、一体的な実施を進めてい

　きます。

１　生活保護費（法定分） 1,282億6,260万円

　　生活困窮者に対し、国の定める基準によりその困窮

　の程度に応じて、生活・教育・住宅・医療・介護・出

　産・生業・葬祭の８種類の扶助費及び就労自立給付金

　を支給します。

（１）被保護世帯 53,610世帯 (27年9月 53,167世帯)

（２）被保護人員 71,100人 (27年9月 70,964人)

２　被保護者自立支援プログラム事業【中期】〈拡充〉

４億7,739万円

（１）就労支援事業〈拡充〉

ア　就労支援専門員を各区へ配置し、就労可能な被

保護者に対し、求人情報の提供や、区役所内に設

置されたハローワーク窓口であるジョブスポット

と連携するなどして求職活動の支援を行い、自立

を促します。

・就労支援専門員配置数：68人（前年度：67人）

イ　無料職業紹介事業により、求人開拓員が求職者

のニーズにあった求人を開拓し、区生活支援課を

通して被保護者へ求人情報の提供を行います。

（２）就労準備支援事業

すぐに就労に結びつかない被保護者に対して、生活訓練、社会訓練や職業体験など

を通し、就労実現に向けた支援を行い就労への意欲を高めます。

（３）教育支援事業

教育支援専門員を各区に配置し、被保護世帯の子どもとその養育者に対する高校進

学に関する情報提供や意欲喚起、高校進学後の定着支援等を実施します。

（４）年金相談事業等

被保護者の年金受給資格の調査、確認、手続き支援等を行います。

３　生活困窮者自立支援事業【中期】〈拡充〉 ３億9,107万円

生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対し、就労に向けた訓練や家計管理など、

様々な面から自立に向けた相談支援を実施します。

（１）自立相談支援事業・住居確保給付金の支給

各区に自立相談支援員を配置し、自立に向けた支援計画の作成や、ジョブスポット

と連携した就労支援などを行います。また、離職により住宅を失った生活困窮者等に

対し、家賃相当額を有期で支給し、住まいの確保を通じて求職活動を支援します。

（２）就労準備支援事業、家計相談支援事業等

相談者の状況に応じた、きめ細やかな支援を行います。

（３）寄り添い型学習支援事業〈拡充〉

将来の自立に向け、高校進学を希望する中学生に対する学習支援を、新たに５区で

実施し全区に拡大するほか、既に実施している区での受入人数の増などを行います。

・学習支援事業実施区：18区（前年度：13区）

314億7,203万円

差 引 2,677万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 949億8,044万円

県 －

その他 26億7,859万円

市　費

28
生活保護・生活困窮
者 自 立 支 援 事 業

本 年 度 1,291億3,106万円

前 年 度 1,291億429万円
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事業内容

　寿地区住民やホームレス等住居を持たない生活困窮者

及び中国残留邦人等を対象に支援を行います。

１　寿地区対策

（１）寿町総合労働福祉センター事業

（２）寿生活館運営事業

（３）寿地区対策事業  

（４）寿福祉プラザ運営事業

２　寿町総合労働福祉会館の再整備

　実施設計を進めるとともに、既存会館の解体工事を

行います。また、工事期間中は仮設施設で一部機能を

継続します。本事業は、30年度の竣工までの間、新築

工事等工程により、各年度の事業費が増減します。

３　ホームレス等自立支援事業

　生活自立支援施設はまかぜで、ホームレス等の就労

や福祉制度の利用による自立を推進します。

４　中国残留邦人等援護対策事業
　中国残留邦人等に対し、生活支援のための給付や日

本語教室受講等の支援を行います。高齢化が進み、支

援対象世帯数は減少傾向にあります。

事業内容

１　臨時福祉給付金 24億5,910万円
　　消費税率引上げによる低所得者への影響を緩和する

　ための「臨時福祉給付金」を平成28年度の市民税が課

　税されていない方へ給付します。

（１）臨時福祉給付金 15億4,500万円

　　対象者及び給付額：51.5万人、１人３千円

（２）事務費  ９億1,410万円

   

２　障害・遺族基礎年金受給者向け給付金（年金生活者

　　等支援臨時福祉給付金）〈新規〉 12億円

　　賃金引き上げの恩恵が及びにくい低年金受給者への

　配慮のため、臨時福祉給付金の対象者のうち、障害・

　遺族基礎年金を受給している方へ給付します。（下記

　「高齢者向け給付金」の給付対象者は除く。）

　　対象者及び給付額：４万人、１人３万円

○関連事業　高齢者向け給付金（年金生活者等支援臨時福祉

　給付金） （平成27年度２月補正）

　賃金引き上げの恩恵が及びにくい低年金受給者への配慮の

ため、平成27年度臨時福祉給付金対象者のうち、平成28年度

中に65歳以上となる方へ給付します。

　１　対象者及び給付額：25.5万人、１人３万円

　２　補正予算計上額　：83億6,244万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 36億5,910万円

県 －

その他 －

市　費 －

本 年 度 36億5,910万円

前 年 度 40億581万円

差 引 △３億4,671万円

８億6,781万円

市　費 ５億7,989万円

30
臨 時 福 祉 給 付 金
等 給 付 事 業

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 ９億1,455万円
４億1,283万円

県 －

その他 １億6,741万円

前 年 度 18億7,635万円

２億1,060万円

差 引 △２億1,450万円

本 年 度 16億6,185万円

29 援 護 対 策 事 業

１億7,061万円
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事業内容

１　小児医療費助成事業 91億4,102万円

　　小児の医療費にかかる保険診療の自己負担分を助成

　します。

　対象者及び見込数（１歳以上は所得制限あり）

（１）０歳～小学３年生（入・通院） 240,708人

（２）小学４年生～中学卒業（入院） 1,238件

※29年４月から対象拡大、持続可能な制度に向けた

一部自己負担金導入の検討に着手します。

・通院、入院医療費に係る自己負担助成経費等 90億7,102万円

・通院医療費助成に係る拡大準備経費 7,000万円

２　ひとり親家庭等医療費助成事業 17億2,840万円

　ひとり親家庭等の医療費にかかる保険診療の自己負

担分を助成します。

（１）対象者（所得制限あり）

ア ひとり親家庭等の親及び児童

イ 養育者家庭の養育者及び児童
（２）対象者数見込 43,497人

事業内容

　国民の高齢期における適切な医療の確保を図るため、

後期高齢者医療事業を実施します。

　後期高齢者医療制度は、神奈川県後期高齢者医療広域

連合と市町村が共同して運営します。

１　対象者 ア 75歳以上の方

イ 65～74歳の一定の障害のある方

２　被保険者数  404,026人（前年度：391,205人）

３　自己負担　  外来・入院ともに原則定率１割負担

（現役並み所得者は定率３割負担）

※ 所得に応じた月額の限度額あり

４　保険料（広域連合試算値）

（１）保険料率（２年毎に広域連合が決定）

均等割額 43,429円（26･27年度：42,580円）

所得割率 　8.66％（26･27年度：　8.30％）

賦課限度額（年間）57万円

（２）低所得者の保険料負担軽減の拡充　※政令改正

所得基準額を変更し、均等割額の軽減対象を拡充

※8.5割・９割軽減の所得基準額については変更なし。

31
小児医療費助成事業
・ひとり親家庭等
医 療 費 助 成 事 業

本 年 度 108億6,942万円

前 年 度 97億9,618万円

前 年 度 670億6,072万円

差 引 10億7,324万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 －

県 25億4,373万円

その他 １億8,974万円

市　費 81億3,595万円

32

後 期 高 齢 者
医 療 事 業
（後期高齢者医療

事 業 費 会 計 ）

本 年 度

保険料等 394億4,052万円

差 引 45億2,300万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 －

県 －

市　費 321億4,320万円

715億8,372万円

均等割額 所得合計（例：夫婦世帯）

の軽減 現行 改正後

５割軽減 33万円超～85万円以下 33万円超～86万円以下

２割軽減 85万円超～127万円以下 86万円超～129万円以下
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事業内容

無職の方等を対象とし、傷病、出産等について必要な保

険給付を行います。

１　被保険者数：840,290人　（前年度：883,500人）

　　世　帯　数：531,686世帯（前年度：549,900世帯）

２　医療費適正化対策〈拡充〉

（１）特定健康診査・保健指導（対象者：641,982人）

生活習慣病の発症や重症化を予防し、保健向上及

び高齢者福祉の増進を図ります。

（２）データヘルス計画作成〈新規〉

被保険者の健康増進を図るため、健診・レセプト

等の分析により、効果的かつ効率的な保健事業の実

施に向けた計画を作成します。

（３）レセプト２次点検業務委託〈拡充〉

電子レセプトの普及に伴い、新たにコンピュータ

自動点検システムを活用して、効果的かつ効率的な

２次点検を実施し、医療費の適正化を図ります。

３　保険料〈拡充〉

（１）保険料負担緩和のための市費繰入れ

市費繰入項目：保険料対象費用額（医療給付費分

・後期支援金分）の5.5％

（２）保険料賦課限度額　※政令改正

・医療給付費分：54万円（前年度：52万円）

・後期支援金分：19万円（前年度：17万円）

・介護納付金分：16万円（前年度同）

（３）低所得者の保険料負担軽減の拡充　※政令改正

所得基準額を変更し、均等割額の軽減対象を拡充します。

ア ５割軽減の所得基準額（世帯合計）

33万円＋26.5万円（前年度:26万円）×世帯の被保険者数

イ ２割軽減の所得基準額（世帯合計）

33万円＋　48万円（前年度:47万円）×世帯の被保険者数

〈保険料率の比較〉※28年度は見込み料率

〈28年度予算における１人あたり平均保険料額〉

121,309円（27年度：120,679円・26年度：130,648円）

※医療給付費分、後期支援金分、介護納付金分の合計

（４）年金からの特別徴収〈新規〉

世帯主が年金を受給している65歳～74歳未満で構成される世帯等、一定の要件に該

当する方について、28年10月より年金から保険料を差し引く特別徴収を実施します。

（５）ペイジー口座振替受付サービス〈新規〉

専用端末にキャッシュカードを読み込ませることで、区窓口で口座振替手続が完了

するサービスを導入し、市民の利便性を高めるとともに、事務処理軽減を図ります。

323億5,640万円

差 引 △82億7,567万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 715億6,021万円

県 189億2,890万円

その他 2,809億394万円

市　費

前 年 度 4,120億2,512万円

33

国 民 健 康
保 険 事 業
（ 国 民 健 康 保 険

事 業 費 会 計 ）

　他の健康保険に加入していない自営業者、農業従事者、

本 年 度 4,037億4,945万円

2.67%

12,440円 2.11%

26年度 40% 60% 33,780円 7.51% 10,640円 2.37% 14,060円

2.02% 12,170円 2.03%

27年度 40% 60% 31,040円 6.29% 10,270円 2.09%

28年度 40% 60% 31,740円 6.43% 10,170円

後期支援金分料率 介護納付金分料率

均等割 所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割 所得割

賦課割合 医療給付費分料率

※７割軽減の所得基準額に

ついては変更なし

174万円以下 177万円以下
２
割

112.5万円以下

軽
減

　所得合計（例:３人世帯）

現行 改正後

111万円超～ 112.5万円超～

５
割

33万円超～ 33万円超～

111万円以下
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Ⅴ　健康で安全・安心な暮らしの支援
事業内容
　「第２期健康横浜２１」を加速させ、活力ある横浜を

築くため、企業や地域等と連携した都市型の健康づくり

モデルを創出し、オール横浜で「健康寿命日本一」を目

指します。

１　健康横浜２１推進事業【中期】 9,306万円

　第２期健康横浜２１計画に掲げる、健康増進の基本

である「食生活」「歯・口腔」「喫煙・飲酒」

「運動」「休養・こころ」の５つの分野から生活習慣

の改善に取り組みます。さらにがん検診、特定健診の

普及を進めることで、生活習慣病の重症化予防を図り

ます。

２　よこはま健康アクション推進事業【中期】〈拡充〉

4,016万円

　　市民の健康行動を誘発する魅力あるプロモーション

  や、企業と連携し、市民や従業員の健康づくりを後押

　しする取組、疾病の重症化予防など、全市域で健康

  づくりのムーブメントを起こす取組を進めます。

（１）生活保護受給者等への健康支援

（２）糖尿病等の疾病の重症化予防の推進（医療局予算含む）

（３）シニアパワーが発揮される社会参加の環境づくり

　　　の推進

（４）従業員の健康づくりに取り組む「健康経営企業」
医療局予算　55万円含む の推進

（５）企業と協働した市民の健康づくりの社会環境の整備〈拡充〉

健康経営企業百選の創設〈新規〉【基金】

（６）社会参加やつながりを通じた健康づくりの普及・啓発

（７）健康行動を誘発する魅力あるプロモーションの展開

（８）ヘルスデータを活用した効果的な健康づくり事業の推進

３　よこはま健康スタイル推進事業【中期】〈拡充〉 ３億7,854万円

　　市民等が日常生活の中で、楽しみながら継続して健康づくりや社会参加に取り組み、

　その活動に応じてポイントがたまる事業を重層的に進めます。

（１）よこはまウォーキングポイント事業〈拡充〉

　加者を募集します。

　　また、働く世代の参加を促進するため、事業所参加の取組を進めるほか、ウェブ

　申込の受付を開始し、更に市民の皆様及び事業所からの声を受け、参加対象者を18

　歳以上の方に拡大して、「歩くムーブメント」を推進します。

（２）よこはま健康スタンプラリー事業

　　子どもから高齢者まで、区局や地域主催の健康づくり・介護予防事業等の参加に

　よりスタンプを集めて応募するスタンプラリーを実施します。

（３）よこはまシニアボランティアポイント事業〈再掲〉

４　食育の推進【中期】 324万円

　関係区局、企業・団体と連携して周知に努めていきます。また、第２期計画を着実に

　推進していくために、「栄養バランスのよい食生活の推進」、「市民の食育活動との

　協働」、「企業・団体との連携」の３つの重点テーマを中心に、実践するための環境

　づくりや、市民及び企業・団体の支援を行っていきます。

2,798万円

県 882万円

その他

　　第２期横浜市食育推進計画（平成28年度～32年度）を広く市民に普及するため、

差 引 8,862万円

34
３ ７ ０ 万 市 民 の

健康づくりの推進

本 年 度 ５億1,500万円

前 年 度 ４億2,638万円

　　市民等を対象に、歩数計を持ってウォーキングに取り組んでいただき、歩数に応

　じてポイントがたまる仕組みを民間事業者と共同で実施し、新たに８万５千人の参

5,081万円

市　費 ４億2,739万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国
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事業内容

１　各種がん検診の実施【中期】 38億403万円

　がんの早期発見・早期治療の促進を目的として、市民

の受診機会を確保するため、各種がん検診を実施医療機

関及び区福祉保健センター等で実施します。また肺がん

検診は受診者増に対応するため、読影機器を増設するこ

とにより、検診体制を強化します。

（胃・肺・子宮・乳・大腸・前立腺〈PSA〉）

２　内視鏡検査による胃がん検診の本格実施〈新規〉 １億7,321万円

　　エックス線検査による胃がん検診実施医療機関が減少していることから、受診機会の

　拡充を図るため、内視鏡検査による胃がん検診を実施します。国が実施する「がん検診

　のあり方に関する検討会」の中間報告を踏まえ、27年度まで２年間、モデル事業として

　いた事業を本格実施します。

３　妊婦健診対象者の子宮頸がん検診の自己負担額の無料化〈新規〉 2,185万円

　　妊婦は産婦人科を定期的に受診し、罹患率の高まる年齢の方が大部分を占めているこ

　とから、高い勧奨効果が望めるため、母子健康手帳とともに配布する健診券綴の中に、

　子宮頸がん検診無料クーポン券を追加し、効果的な子宮頸がん予防策を実施します。

４　受診勧奨通知等の個別送付 ２億8,472万円

（１）きめ細やかな受診勧奨

　　　罹患率の高い世代（60歳代）の方や21歳から60歳の方へ、がん検診台帳システムを

　　活用したきめ細やかな受診勧奨通知を個別に送付し、受診率の向上を図ります。

（２）検診開始年齢の方への無料クーポン券等の送付

　　　子宮頸がん検診の対象となる年齢(20歳)及び乳がん検診の対象となる年齢(40歳)

　　の方に対して、無料クーポン券等を送付し、検診の初回受診率を高めていきます。
　　　<対象人数>　子宮頸がん 約２万人、　乳がん　約３万人

（３）精密検査未受診者への受診勧奨

　　　がん検診で「精密検査が必要」とされたものの、精密検査の受診が確認できない方

　　に対して、受診勧奨を行います。

計 585,500人 526,000人

区　分 対　象 28年度 27年度

胃がん検診
(X線)

40歳以上
（年度に１回）

55,500人 59,000人

胃がん検診
(内視鏡)

50歳以上
(２年度に１回)

10,000人 6,000人
(モデル事業)

肺がん検診

大腸がん検診
40歳以上

（年度に１回）
165,000人 145,000人

ＰＳＡ検査
（前立腺）

50歳以上の男性
（年度に１回）

73,000人 66,000人

子宮がん検診
20歳以上の女性
(２年度に１回)

130,000人 115,000人

乳がん検診
40歳以上の女性
(２年度に１回)

75,000人 70,000人

40歳以上
（年度に１回）

77,000人 65,000人
差 引 ２億3,343万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 4,258万円

県 －

その他 194万円

市　費 42億3,929万円

35 が ん 検 診 事 業

本 年 度 42億8,381万円

前 年 度 40億5,038万円
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事業内容

感染症の発生及びまん延を予防することなどを目的に

予防接種法に基づく定期予防接種を市内協力医療機関に

おいて実施します。

１　子どものための予防接種事業 74億2,614万円

　　四種混合(ジフテリア、破傷風、百日咳、ポリオ)、

　ヒブ、小児用肺炎球菌、麻しん風しん混合ワクチンな

　どの予防接種を引き続き実施します。

※1　小学校入学１年前の4月1日 ～入学の年の3月31日まで

※2　

※3　平成25年6月14日以降、積極的勧奨の差し控え

　

２　高齢者のための予防接種事業 19億2,854万円

（１）肺炎球菌ワクチン ５億767万円

　　　高齢者の肺炎球菌による疾病の発生及び重症化を予防するため、65歳以上の５歳刻

　　みの対象者及び60歳以上65歳未満の方で一定の障害を有する方に対して、肺炎球菌ワ

　　クチンの予防接種を実施し、接種費用の一部または全額を助成します。

　　（自己負担額：3,000円）

（２）季節性インフルエンザワクチン 14億2,087万円

　　　65歳以上の高齢者及び60歳以上65歳未満の方で一定の障害を有する方に対して、イ

　　ンフルエンザの予防接種を実施し、接種費用の一部または全額を助成します。

　　　〈ワクチンの改良による単価増に伴い、平成27年度までの自己負担額2,000円から

2,300円に変更〉

３　風しん対策事業 １億470万円

　　「先天性風しん症候群」と風しんの発生予防を図るため、予防接種費用及び抗体検査

　　費用の助成を実施します。

接種が完了していない方の内、生年月日が平成8年4月2日か
ら19年4月1日の間は、20歳未満まで、平成19年4月2日から平
成21年10月1日までの方は2期の接種期間中に1期の未接種分
を接種可能

差 引 ５億4,519万円

前 年 度 89億1,419万円

36 予 防 接 種 事 業

本 年 度 94億5,938万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 3,053万円

県 1,767万円

その他 １万円

市　費 94億1,117万円

対象者 接種回数

ヒブ 生後２か月～５歳未満 １～４回

小児用肺炎球菌 生後２か月～５歳未満 １～４回

四種混合 生後３か月～７歳半未満 ４回

ＢＣＧ １歳未満 １回

麻しん風しん混合 １期 １歳

２期 ５歳～７歳未満※1

１歳～２歳 ２回

日本脳炎※2 １期 生後６か月～７歳半未満

２期 ９歳～13歳未満

二種混合 11歳～13歳未満 １回

子宮頸がん予防※3 小６～高１相当の女子 ３回

ワクチン種類

２回

水痘（水ぼうそう）

４回

対象者（28年度に迎える年齢） 接種回数ワクチン種類

成人用肺炎球菌
65歳、70歳、75歳、80歳、
85歳、90歳、95歳、100歳

１回

－34－



事業内容

　感染症・食中毒などの発生を予防するとともに、発生

時の被害を最小限にとどめ、安全・安心な市民生活を確

保するために必要な事業を実施します。

１　感染症・食中毒対策事業 2,959万円

　　感染症等の啓発により発生防止を図るほか、発生時

　には迅速な調査等により被害の拡大防止を図ります。

２　感染症発生動向調査事業 5,010万円

　　デング熱等の蚊媒介感染症対策として蚊のモニタリ

　ング調査を継続するなど、感染症等の発生動向を調査

　・分析し予防対策等に繋げます。

３　結核対策事業 ２億9,303万円

　　結核接触者等を対象に健康診断を行い、結核の早期

　発見・まん延防止を図るとともに、感染症診査協議会

　を運営し、医療費を負担します。

４　エイズ・性感染症予防対策事業 6,231万円

　　エイズに関する相談・検査・医療体制の整備等の実

　施により、ＨＩＶ・性感染症の感染予防、感染の早期

　発見、適切な医療の提供等を図ります。

５　衛生研究所運営事業 ２億2,710万円

（１）管理事業

　　　衛生研究所の運営及び建物設備の管理等を行います。

（２）試験検査事業

　　　保健所等から持ち込まれる検体（インフルエンザやノロウイルスなど）の試験検査

　　を実施します。

（３）試験検査機器維持整備事業

　　　（２）の「試験検査事業」で実施する試験検査に必要な機器の整備・更新を実施

　　し、検査の迅速性及び信頼性の確保を図ります。

（４）調査研究・研修指導事業

　　　日常の試験検査業務から派生した技術上の問題や行政課題を解決するための調査研

　　究を実施します。

　　　また、保健所など公衆衛生行政に携わる市の職員や学生等に対する研修を行いま

　　す。

（５）感染症・疫学情報提供等事業

　　　市内の医療機関から得られた感染症の発生状況を国へ報告するとともに、国内外の

　　感染症の情報を医療機関や市民へ情報提供し、市民の感染症予防・啓発を行います。

　　　また、区局で実施する健康に関連したアンケート調査の統計分析等を行うことによ

　　り、施策立案の根拠の明確化を支援します。

（６）ヘルスデータ活用事業（健康アクション推進事業）（再掲）

　　　各種生活習慣、疾病や死亡統計などの健康に関連したデータや、協会けんぽや国民

　　健康保険加入者の健診データ等を分析・把握し、地域特性や健康課題などに関する施

　　策の根拠を明らかにし、また、事業評価を行います。

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 １億9,081万円

県 33万円

その他 370万円

市　費 ４億6,729万円

差 引 △５億58万円

前 年 度 11億6,271万円

本 年 度 ６億6,213万円

37
感 染 症 ・ 食 中 毒

対 策 事 業 等

－35－



事業内容

　新型インフルエンザ等の感染拡大を可能な限り抑制

し、市民の生命及び健康を保護するとともに、市民生活

及び市民経済に及ぼす影響を最小にすることを目的とし

て、横浜市新型インフルエンザ等対策行動計画等に基づ

き必要な対策を講じます。

１　医療体制の確保等 7,835万円

（１）発生時に患者を重点的に受け入れる市民病院や、

　　帰国者・接触者外来を設置する地域中核病院等で使

　　用する個人用感染防護具や医療資器材等を整備しま

　　す。

（２）帰国者・接触者外来の医療従事者向けの抗インフ

　　ルエンザ薬を外来設置病院及び横浜市薬剤師会との

　　協定に基づき市内薬局で備蓄します。

（３）仮設の帰国者・接触者外来を設置し、発生時を想

　　定した実地訓練を実施します。

（４）新型インフルエンザ等対策医療関係者連絡協議会

　　を開催し、引き続き連携の強化を図っていきます。

２　市民啓発の推進 50万円

　　市民や事業者等に対し、正しい知識や発生時の対応

　策等についての啓発を行います。

事業内容

１　医療安全支援センター事業 1,042万円

（１）医療安全相談窓口の運営
　医療に関する相談や苦情に中立的立場で対応し、

当事者間の問題解決に向けた取組を支援します。

（２）医療安全研修会等の開催
　患者サービスの向上や医療安全管理体制の確保を

目的に、医療従事者向け研修会、安全管理者会議を

開催します。また、市民向け啓発を行います。

２　薬務事業 1,118万円

（１）薬局、医薬品販売業、毒劇物販売業等の許認可
　及び監視指導業務を行います。

（２）薬物乱用防止啓発等
　危険ドラッグをはじめとした薬物の乱用を未然に防

　ぐため、「薬物乱用防止キャンペーン」を開催する

　とともに市民向け啓発を強化します。

（３）衛生検査所の登録及び立入検査を行います。

３　医療指導事業 4,411万円
　医療法に基づく医療機関への立入検査（医療監視）

や診療所及び医療法人等への許認可業務を通じて、

市内における適切で安全な医療提供体制の推進を

図ります。

差 引 △73万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 20万円

県 －

その他 －

市　費 7,865万円

38
新型インフルエンザ

対 策 事 業

本 年 度 7,885万円

前 年 度 7,958万円

6,571万円

39 医 療 安 全 の 推 進

本 年 度

前 年 度 4,954万円

3,830万円

差 引 1,617万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 －

県 －

その他 2,741万円

市　費

－36－



事業内容

　食品関係施設への監視指導や検査により、食中毒や

違反食品の流通を防止し、食の安全を確保します。

１　食品衛生監視指導等事業 4,709万円

　食品関係施設に対する監視指導等を実施します。

２　食の安全強化対策事業 7,639万円

ノロウイルス等による食中毒を防止し、残留農薬、

アレルギー物質、カビ毒等による危害を防止するため

監視指導や検査を実施して、違反食品を排除します。

３　食品の放射性物質検査事業 1,971万円

市民の安全・安心を確保するため、市内流通食品等

の放射性物質検査を実施します。

４　食品の適正表示推進事業〈新規〉 333万円

　第四次地方分権一括法により、食品表示法のうち、

食品の原産地や原材料等の表示に関する事務が本市に

移譲されたため、適正表示を推進します。

５　市場衛生検査所運営事業 １億3,204万円

市場流通食品による危害防止及び安全確保を目的に

細菌及び理化学検査や監視指導を実施します。

事業内容

　環境衛生営業施設の衛生を確保するとともに、レジオ

ネラ症の防止対策を徹底します。また、墓地の許可につ

いても厳格な審査を行います。

１　環境衛生監視指導等事業 5,760万円

　ホテル、公衆浴場、理容所、美容所等の環境衛生営

業施設の衛生を確保するため、監視指導や水質検査等

を実施します。

　また「横浜市墓地等設置財務状況審査会」を設置し

て、専門の有識者による財務状況審査を行い、墓地の

許可事務を適切に実施します。

２　建築物衛生、居住衛生等対策事業 1,249万円

  レジオネラ症防止対策の徹底を図るため、冷却塔や

循環式浴槽等の設備の維持管理について、施設管理者

等への指導を行います。また、レジオネラ症患者発生

時に利用施設等の調査や改善指導を行います。

３　災害時生活用水確保事業 405万円
　災害応急用井戸の指定と簡易水質検査を実施します。

差 引 △1,158万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 254万円

県 －

その他 ２億1,575万円

市　費 6,027万円

7,414万円

41
快 適 な 生 活 環 境

の 確 保 事 業

本 年 度

40 食の安全確保事業

本 年 度 ２億7,856万円

前 年 度 ２億9,014万円

前 年 度 7,521万円

6,358万円

差 引 △107万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 －

県 －

その他 1,056万円

市　費
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事業内容

　犬や猫の適正飼育や終生飼育の啓発、不妊去勢手術の

推進、犬や猫の保護収容や狂犬病予防に取り組み、「人

と動物が共に快適に暮らせる環境づくり｣を目指します｡

１　動物愛護センター運営事業 3,427万円

　動物行政の拠点として適正で効率的な施設運営、維

持管理を図るとともに、動物愛護をきっかけとした市

民活動を支援する交流の場として活用を図ります。

２　動物愛護普及啓発事業 3,827万円

適正飼育の普及啓発事業を実施します。また、猫の

不妊去勢手術及び犬猫のマイクロチップ装着推進のた

めに費用の一部を助成します。

３　動物保護管理事業 6,855万円

市民からの依頼に基づく犬・猫の引取り業務、飼い

主が不明の犬・猫及び傷病動物の保護収容業務等を行

います。保護収容した犬や猫等は飼い主への返還や可

能な限りの譲渡を行います。

４　狂犬病予防事業 5,543万円

犬の登録率と注射の接種率の向上のため、犬鑑札や

狂犬病予防注射済票の交付を市内動物病院等に委託す

るほか、集合注射会場の開設、未注射の犬の飼い主へ

の接種勧奨を行います。

５　動物愛護センター整備事業 3,397万円

動物愛護センターの周辺環境を整備します。

事業内容

１　公害健康被害者対策事業（一般会計）

５億9,872万円

公害健康被害の補償等に関する法律等に基づき、必

要な事業を実施します。

（１）公害健康被害補償事業

（２）公害保健福祉事業

（３）環境保健事業

（４）環境保健サーベイランス調査事業

２　石綿健康被害対策事業（一般会計） 977万円

環境省の委託を受け、問診や胸部ＣＴ検査等を実施

するなど、石綿ばく露の健康管理に係る試行調査や石

綿健康被害救済給付の申請受付等を実施します。

３　公害被害者救済事業費会計 3,966万円

横浜市公害健康被害者保護規則等に基づき、必要な

事業を実施します。

（１）給付事業等

（２）公害保健センター事業

差 引 △1,680万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 －

県 －

その他 １億3,232万円

市　費 9,817万円

42
動 物 の 愛 護 及 び

保 護 管 理 事 業

本 年 度 ２億3,049万円

前 年 度 ２億4,729万円

６億4,815万円

43

公害健康被害者等へ
の支援
（一般会計・公害被害
者救済事業費会計）

本 年 度

前 年 度 ６億9,837万円

1,350万円

差 引 △5,022万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 3,313万円

県 －

その他 ６億152万円

市　費

－38－



事業内容

 １　斎場運営事業 16億3,615万円

　　火葬業務等を円滑に行うため市営４斎場の管理運営

　を行います。

２　民営斎場使用料補助事業 2,884万円

　　民営火葬場を利用する市民に対し、市営斎場火葬料

　との差額の一部を補助します。

３　墓地霊堂事業 ３億4,324万円

　　市営墓地(久保山・三ツ沢・日野公園・根岸外国人)

　及び久保山霊堂の管理運営を行うとともに、未使用区

　画の再募集（三ツ沢墓地)を行います。

４　メモリアルグリーン事業 9,800万円

　　メモリアルグリーンの管理運営を行います。

５　市営墓地整備事業【中期】 ７億8,200万円

（１）日野公園墓地納骨堂整備 ６億5,200万円

　　　建築工事等

（２）舞岡リサーチパーク跡地墓園 １億3,000万円

　　　整備基本設計、地質調査等

６　災害時用資機材確保事業 480万円

　　大規模災害による多数遺体の発生に備えるため、各

　区遺体安置所指定施設で必要な資機材を確保します。

７　市営墓地危険箇所対策事業〈新規〉 2,000万円

　　市営墓地において、台風によるがけ崩れ等の被害を

　防止するため、危険箇所の安全対策を推進します。

民間社会福祉施設の整備に必要な資金について、横浜市社会福祉協議会が金融機関から

資金を調達し、施設整備を行う法人に貸付を行っています。金融機関からの借入に際して

必要となる損失補償を行います。

28年度変更後額：198億4,200万円（27年度設定額：204億2,500万円）

変更後の期間  ：平成28年度から平成53年度まで

１ 団体の概要

　＜事業目的＞地域住民の参加を促進し、社会福祉事業の健全な発達及び福祉活動の活性

              化により、地域福祉の推進を図る。

　＜設　　立＞昭和28年２月５日（会長　佐々木寛志）

＜基 本 金＞300万円（市出資額０円）

２ 借入資金の使途

   民間の社会福祉施設整備に必要な資金の融資のため

 （１）社会福祉事業振興資金（平成26年度をもって募集終了）

 （２）民間社会福祉施設特定資金（平成21年度をもって募集終了）

３ 損失補償を行う特別な理由・必要性

   社会福祉施設の整備にあたり社会福祉法人が借り入れを行う際に、事業の性質上、金融

 機関が抵当権を設定することが難しいことから、本市の損失補償が必要です。

４ 対象債務の返済の見通しとその確実性

　 介護保険収入、補助金収入等、安定した収入があり返済を見込める施設整備について融

 資しています。

16億7,776万円

　横浜市社会福祉協議会に対する損失補償の設定

差 引 ７億5,239万円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 －

県 －

その他 12億3,527万円

市　費

44

斎場・墓地管理運営
事業
(一般会計・新墓園
事業費会計）

本 年 度 29億1,303万円

前 年 度 21億6,064万円

－39－



外郭団体関連予算一覧

（単位：千円）

区　分 28年度 27年度 増　△　減

計 112,199 111,106 1,093

補助金 4,435,955 4,885,297 △ 449,342

委託料 1,494,669 1,471,230 23,439

計 5,930,624 6,356,527 △ 425,903

① 団体事業費等

② 特定資金利子補給

③ 横浜生活あんしんセンター

④ 横浜市民生委員児童委員協議会の運営

① 地域ケアプラザの管理・運営

(地域包括支援センターの運営)

② 福祉保健研修交流センターの運営

計 2,609,864 2,625,712 △ 15,848

① 地域活動支援センター・地域作業所助成

② グループホームＡ型助成

③ 地域活動ホーム助成

計 3,320,760 3,730,815 △ 410,055

① リハビリテーションセンター等の運営

② 障害者スポーツ文化センターの運営等

計 2,671,984 2,634,644 37,340

① 総合保健医療センターの運営

② 生活支援センターの運営

③ 精神障害者の家族支援

④ 認知症疾患医療センターの運営

計 934,838 934,800 38

9,649,645 10,037,077 △ 387,432

3,423,202

障害者研修保養センター「横浜あゆみ
荘」の運営

70,000

(公財)寿町勤労
者福祉協会

41,508

(福)横浜市社会
福祉協議会

＜合計＞

(福)横浜市社
会福祉協議会

（*障害者支援セ
ンター分を除
く）

1,462,095

1,163,617

補助金 1,451,838 △ 10,257

委託料 1,158,026 △ 5,591

691

団体名

委託料 42,199

主な事業内容

① 寿生活館の管理

① 寿町総合労働福祉会館の代替仮設施設
の管理・診療所の運営等

402補助金 69,598

(福)横浜市リハ
ビリテーション
事業団

委託料 2,671,984 37,3402,634,644

307,613

障害者支援セ
ンター

①

補助金 2,984,117 △ 439,085

委託料 336,643 29,030

合 計

(公財)横浜市総
合保健医療財団

補助金 4,234 △ 1,580 ①
精神障害者地域生活推進事業運営費助
成等

5,814

委託料 930,604 928,986 1,618

－40－
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